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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】立体状態で第１方向の寸法を低減でき且つ平面
展開状態で隣り合う保持板の間隔を大きくできるシール
ドケースを提供する。
【解決手段】シールドケースの第１シェル４００ａは、
隣り合う第１ベース４１０ａ及び第２ベース４２０ａと
、中央板４３０ａと、第１内板４４０ａと、第２内板４
５０ａと、第１保持板４６０ａと、第２保持板４７０ａ
とを有している。中央板４３０ａは第１ベース４１０ａ
と第２ベース４２０ａのＺ方向側に配置されている。第
１内板は第１ベース４１０ａの第１端から中央板４３０
ａの第１端４３１ａへ延び、第２内板４５０ａは第２ベ
ース４２０ａの第１端から中央板４３０ａの第２端４３
２ａへ延びている。第１保持板４６０ａは第１ベース４
１０ａの第２端に一体的に連接され、第２保持板４７０
ａは第２ベース４２０ａの第２端に一体的に連接されて
いる。
【選択図】図４Ａ
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　金属板で構成された第１シェルを備えており、
　前記第１シェルは、板状の第１ベース及び第２ベースと、中央板と、第１内板と、第２
内板と、第１保持板と、第２保持板とを有しており、
　　前記第１ベース及び前記第２ベースは、第１方向に間隔をあけて隣り合っており、前
記第１ベースは、前記第２ベース側の第１端と、第２方向の一方側の第２端とを有し、前
記第２ベースは、前記第１ベース側の第１端と、前記第２方向の一方側の第２端とを有し
、前記第２方向は、前記第１方向に交差しており、
　　前記中央板は、前記第１ベース及び前記第２ベースの第３方向の一方側に配置されて
おり、前記中央板は、前記第１方向の一方側の第１端と、前記第１方向の他方側の第２端
とを有しており、前記第３方向は、前記第１方向及び前記第２方向に交差しており、
　　前記第１内板は、前記第１ベースの前記第１端から前記中央板の前記第１端へ前記第
３方向の一方側に延びており、
　　前記第２内板は、前記第２ベースの前記第１端から前記中央板の前記第２端へ前記第
３方向の一方側に延びており、
　　前記第１保持板は、前記第１ベースの前記第２端に一体的に連接されており、
　　前記第２保持板は、前記第２ベースの前記第２端に一体的に連接されているシールド
ケース。
【請求項２】
　請求項１記載のシールドケースにおいて、
　前記第１シェルは、前記第１ベースに設けられており且つ前記第１内板に対して前記第
１方向の一方側に間隔をあけて配置された第１外板と、
　　前記第２ベースに設けられており且つ前記第２内板に対して前記第１方向の他方側に
間隔をあけて配置された第２外板とを更に有しているシールドケース。
【請求項３】
　請求項１又は２記載のシールドケースにおいて、
　前記第１シェルの前記中央板に当接又は間隙を有して配置された導電性を有する閉塞部
を更に備えており、
　前記閉塞部は、前記第１ベースに対して前記第３方向に間隙を有して対向配置される第
１対向部と、
　　前記第２ベースに対して前記第３方向に間隙を有して対向配置される第２対向部とを
有しているシールドケース。
【請求項４】
　請求項３記載のシールドケースにおいて、
　前記第１シェルは、前記第１内板、前記第２内板及び前記中央板の少なくとも一つに設
けられた第１係合部を更に有しており、
　前記閉塞部は、第２係合部を更に有しており、
　　前記第１係合部及び前記第２係合部の何れか一方が係合突部を有し、他方が前記係合
突部を係合する係合孔を有するシールドケース。
【請求項５】
　請求項２記載のシールドケースにおいて、
　前記第１シェルの前記中央板に当接又は間隙を有して配置された導電性を有する閉塞部
を更に備えており、
　前記第１シェルは、前記第１外板及び前記第２外板の少なくとも一方に設けられた第３
係合部を更に有しており、
　前記閉塞部は、前記第１ベースに間隙を有して対向配置される第１対向部と、
　　前記第２ベースに間隙を有して対向配置される第２対向部と、
　　前記第１対向部及び前記第２対向部の少なくとも一方に設けられた第４係合部とを有
しており、
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　　前記第３係合部及び前記第４係合部の何れか一方が係合突部を有し、他方が前記係合
突部を係合する係合孔を有するシールドケース。
【請求項６】
　請求項３～５の何れかに記載のシールドケースにおいて、
　導電性を有し且つ前記閉塞部を有する第２シェルを更に備えており、
　前記第１シェルは、前記第１ベース及び前記第２ベースの少なくとも一方に設けられた
第５係合部を更に有しており、
　前記第２シェルは、シェル本体と、
　　前記シェル本体に設けられた第６係合部とを有しており、
　　前記第５係合部及び前記第６係合部の何れか一方が係合突部を有し、他方が前記係合
突部を係合される係合孔を有するシールドケース。
【請求項７】
　請求項１～６の何れかに記載のシールドケースにおいて、
　導電性を有する第３シェルを更に備えており、
　前記第３シェルは、第１板と、
　　第３保持板とを有しており、
　　前記第３シェルの前記第１板は、前記第１ベースと前記第２ベースとの間又は前記第
１内板と前記第２内板との間に配置されており、且つ前記第２方向の一方側の端を有して
おり、
　　前記第３シェルの前記第３保持板は、前記第３シェルの前記第１板の前記端に設けら
れており且つ前記第１保持板と前記第２保持板との間に配置されているシールドケース。
【請求項８】
　請求項７記載のシールドケースにおいて、
　前記第３シェルは、前記第１内板と前記第２内板との間に配置されたシェル本体を更に
有しており、
　前記第３シェルの前記シェル本体は、前記第１内板に当接した第２板と、
　　　前記第２内板に当接した第３板と、
　　　前記第２板と前記第３板とを連結した前記第３シェルの前記第１板とを有している
シールドケース。
【請求項９】
　請求項８記載のシールドケースにおいて、
　前記第３シェルの前記シェル本体は、第４板を更に有しており、
　前記第３シェルの前記第４板は、前記第２板と前記第３板とを連結しており且つ前記第
１シェルの前記中央板に当接しているシールドケース。
【請求項１０】
　請求項６記載のシールドケースにおいて、
　前記第２シェルは、前記第２シェルの前記シェル本体に設けられた第７係合部を更に有
しており、
　前記シールドケースは、導電性を有する第３シェルを更に備えており、
　前記第３シェルは、前記第１内板と前記第２内板との間に配置されたシェル本体と、
　　第３保持板と、
　　第８係合部とを有しており、
　　前記第３シェルの前記シェル本体は、第１板を有しており、前記第１板は、前記第１
ベースと前記第２ベースとの間又は前記第１内板と前記第２内板との間に配置されており
、且つ前記第２方向の一方側の端を有しており、
　　前記第３シェルの前記第３保持板は、前記第３シェルの前記第１板の前記端に設けら
れており且つ前記第１保持板と前記第２保持板との間に配置されており、
　　前記第３シェルの前記第８係合部は、前記第３シェルの前記シェル本体に設けられて
おり、
　　前記第７係合部及び前記第８係合部の何れか一方が係合突部を有し、他方が前記係合
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突部を係合される係合孔を有するシールドケース。
【請求項１１】
　第１端子と、
　第２端子と、
　請求項１～５の何れかに記載のシールドケースと、
　前記第１端子に電気的に接続されており且つ前記第１シェルの前記第１保持板に保持さ
れた第１ケーブルと、
　前記第２端子に電気的に接続されており且つ前記第１シェルの前記第２保持板に保持さ
れた第２ケーブルとを備えているコネクタ。
【請求項１２】
　請求項１１記載のコネクタにおいて、
　前記第１端子及び前記第２端子を保持する第１ボディを更に備えているコネクタ。
【請求項１３】
　請求項１２記載のコネクタにおいて、
　前記シールドケースは、少なくとも前記第１ボディを収容する導電性を有する第２シェ
ルを更に備えているコネクタ。
【請求項１４】
　請求項１２記載のコネクタにおいて、
　前記第１ボディは、前記第１シェルの前記第１ベース上に配置されており且つ前記第１
端子を保持する第１保持部と、
　　前記第１シェルの前記第２ベース上に配置されており且つ前記第２端子を保持する第
２保持部と、
　　前記第１保持部と前記第２保持部とを連結する連結部とを有しているコネクタ。
【請求項１５】
　請求項１１記載のコネクタにおいて、
　前記第１端子を保持する第１ボディと、
　前記第２端子を保持する第２ボディとを備えているコネクタ。
【請求項１６】
　請求項１５記載のコネクタにおいて、
　前記シールドケースは、前記第１ボディ及び前記第２ボディを収容する導電性を有する
第２シェルを更に備えているコネクタ。
【請求項１７】
　請求項１５記載のコネクタにおいて、
　前記第１ボディは、前記第１シェルの前記第１ベース上に配置され、
　前記第２ボディは、前記第１シェルの前記第２ベース上に配置されているコネクタ。
【請求項１８】
　第１端子と、
　第２端子と、
　第３端子と、
　請求項７～１０の何れかに記載のシールドケースと、
　前記第１端子に電気的に接続されており且つ前記第１シェルの前記第１保持板に保持さ
れた第１ケーブルと、
　前記第２端子に電気的に接続されており且つ前記第１シェルの前記第２保持板に保持さ
れた第２ケーブルと、
　前記第３端子に電気的に接続されており且つ前記第３シェルの前記第３保持板に保持さ
れた第３ケーブルとを備えているコネクタ。
【請求項１９】
　請求項１８記載のコネクタにおいて、
　前記第１端子及び前記第２端子を保持している第１ボディと、
　前記第３端子を保持する第３ボディとを更に備えているコネクタ。
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【請求項２０】
　請求項１９記載のコネクタにおいて、
　前記第１ボディは、前記第１端子を保持する第１保持部と、
　　前記第２端子を保持する第２保持部と、
　　前記第１保持部と前記第２保持部とを連結しており且つ収容部を有する連結部とを有
しており、
　前記第３ボディは、前記収容部に収容されており、
　前記シールドケースは、前記第１ボディ及び前記第３ボディを収容する導電性を有する
第２シェルを更に備えているコネクタ。
【請求項２１】
　請求項１９記載のコネクタにおいて、
　前記第１ボディは、前記第１シェルの前記第１ベース上に配置されており且つ前記第１
端子を保持する第１保持部と、
　　前記第１シェルの前記第２ベース上に配置されており且つ前記第２端子を保持する第
２保持部と、
　　前記第１保持部と前記第２保持部とを連結する連結部とを有しており、
　前記第３ボディは、前記第３シェルの前記第１板上に配置されているコネクタ。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、シールドケース及びこれを備えたコネクタに関する。
【背景技術】
【０００２】
　下記特許文献１には従来の第１コネクタが記載されている。この第１コネクタは、ハウ
ジングと、シェルと、端子と、複数のケーブルとを有している。シェルはハウジングに保
持されており且つケーブルを第１方向に間隔をあけて保持している。第１方向はシェルの
長手方向である。シェルは、ベースと、複数の保持部とを有している。ベースは、第１方
向に延びた矩形状の板である。保持部は、幹部と、保持部本体とを有している。幹部は、
ベースの第２方向の端から第２方向に延びた板であって、第１方向に間隔あけて配置され
ている。第２方向は、シェルの短手方向である。保持部本体は、幹部の先端に設けられ且
つ第１方向に延びた板である。この保持部本体がケーブルの外周に巻き付くように湾曲さ
せられている。端子は、ハウジングに保持されており且つケーブルの芯線に接続されてい
る。
【０００３】
　この第１コネクタのシェルは、一枚の金属板がプレス成形されることによって、作成さ
れている。この場合、隣り合う保持部は、平面展開された状態で、第１方向に所定の間隔
をあけて配置される必要がある。これが、シェルの第１方向の寸法を増大させている。
【０００４】
　下記特許文献２には、上記第１コネクタの問題を解決し得る従来の第２コネクタが記載
されている。第２コネクタのシェルは、ベースと、保持部とを有している。ベースは、第
１方向に延びた矩形状の板である。この第１方向は、第２コネクタのシェルの長手方向で
ある。保持部は、幹部と、第１保持片と、第２保持片とを有している。幹部は、ベースの
第２方向の端から第２方向に延びた板であって、当該ベースの第１方向に間隔あけて配置
されている。この第２方向は、第２コネクタのシェルの短手方向である。幹部は、第２方
向の前部及び後部を有している。第１保持片は幹部の後部から第１方向の一方側に延びて
おり、第２保持片は幹部の前部から第１方向の他方側に延びている。隣り合う保持部のう
ちの一方の保持部の第１保持片と他方の保持部の第２保持片とが第２方向に重なるように
配置されている。このため、隣り合う保持部の間隔が小さくなり、シェルの第１方向の寸
法が低減されている。
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【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２００６－２９４５７２号公報
【特許文献２】特開２００６－５４１０１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかし、第２コネクタは、保持部の第１方向の間隔を所定以上低減させることができな
い。なぜなら、隣り合う保持部が平面展開された状態で、一方の保持部の第１保持片と他
方の保持部の幹部とを切り離すことができる程度に両者間の第１方向の間隔があけられて
いる必要があるからである。
【０００７】
　本発明は、上記事情に鑑みて創案されたものであって、その目的とするところは、立体
状態で第１方向の寸法を低減することができ、且つ平面展開された状態で、隣り合う保持
板の第１方向の間隔を大きくすることができるシールドケース及びこれを備えたコネクタ
を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明の一態様のシールドケースは、金属板で構成された第１シェルを備えている。第
１シェルは、板状の第１ベース及び第２ベースと、中央板と、第１内板と、第２内板と、
第１保持板と、第２保持板とを有している。第１ベース及び第２ベースは、第１方向に間
隔をあけて隣り合っている。第１ベースは、第２ベース側の第１端と、第２方向の一方側
の第２端とを有している。第２ベースは、第１ベース側の第１端と、第２方向の一方側の
第２端とを有している。第２方向は、第１方向に交差している。中央板は、第１ベース及
び第２ベースの第３方向の一方側に配置されている。中央板は、第１方向の一方側の第１
端と、第１方向の他方側の第２端とを有している。第１内板は、第１ベースの第１端から
中央板の第１端へ第３方向の一方側に延びている。第２内板は、第２ベースの第１端から
中央板の第２端へ第３方向の一方側に延びている。第３方向は、第１方向及び第２方向に
交差している。第１保持板は、第１ベースの第２端に一体的に連接されている。第２保持
板は、第２ベースの第２端に一体的に連接されている。
【０００９】
　このような態様のシールドケースは、以下の技術的特徴を有する。第１に、シールドケ
ースの第１シェルの立体状態の第１方向の寸法が低減される。その理由は以下の通りであ
る。シールドケースの第１シェルは、立体状態で、中央板が第１ベース及び第２ベースの
第３方向の一方側に配置され、第１内板が第１ベースの第１端から中央板の第１端へ第３
方向の一方側に延び、且つ第２内板が第２ベースの第１端から中央板の第２端へ第３方向
の一方側に延びている。この構成が、第１ベースと第２ベースの第１方向の間隔を近づけ
るので、第１シェルの立体状態の第１方向の寸法が低減される。第２に、シールドケース
の第１シェルが平面展開された状態で、第１保持板と第２保持板との間の第１方向の間隔
を大きくすることができる。第１シェルが平面展開された状態で、中央板、第１内板、第
２内板、第１ベース及び第２ベースが第１方向に並ぶ。このため、第１ベースと第２ベー
スとの第１方向の間隔が、中央板、第１内板及び第２内板の第１方向の寸法の和の分だけ
離れる。よって、第１ベースに一体的に連接された第１保持板と、第２ベースに一体的に
連接された第２保持板との第１方向の間隔を大きく離すことができる。よって、一枚の金
属板がプレス成形されて第１シェルが作成されるときに、第１保持板及び第２保持板を作
成し易くなる。
【００１０】
　第１シェルは、第１外板と、第２外板とを更に有する構成とすることが可能である。第
１外板は、第１ベースに設けられており且つ第１内板に対して第１方向の一方側に間隔を
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あけて配置された構成とすることが可能である。第２外板は、第２ベースに設けられてお
り且つ第２内板に対して第１方向の他方側に間隔をあけて配置された構成とすることが可
能である。このような態様のシールドケースは、第１収容空間及び第２収容空間が設けら
れている。第１収容空間は、第１ベース、第１内板及び第１外板で区画される。第２収容
空間は、第２ベース、第２内板及び第２外板で区画される。
【００１１】
　上記した何れかの態様のシールドケースは、導電性を有する閉塞部を更に有する構成と
することが可能である。閉塞部は、第１シェルの中央板に当接又は間隙を有して配置され
た構成とすることが可能である。閉塞部は、第１対向部と、第２対向部とを有する構成と
することが可能である。第１対向部は、第１ベースに対して第３方向に間隙を有して対向
配置される構成とすることが可能である。第２対向部は、第２ベースに対して第３方向に
間隙を有して対向配置される構成とすることが可能である。このような態様のシールドケ
ースは、第１収容空間及び第２収容空間が設けられている。第１収容空間は、第１ベース
、第１内板及び第１対向部で区画される。第２収容空間は、第２ベース、第２内板及び第
１対向部で区画される。
【００１２】
　第１シェルは、第１係合部を更に有する構成とすることが可能である。第１係合部は、
第１内板、第２内板及び中央板の少なくとも一つに設けられた構成とすることが可能であ
る。閉塞部は、第２係合部を更に有する構成とすることが可能である。第１係合部及び第
２係合部の何れか一方が係合突部を有し、他方が係合突部を係合する係合孔を有する構成
とすることが可能である。このような態様のシールドケースによる場合、閉塞部を第１シ
ェルに容易に係合させることができる。
【００１３】
　第１シェルは、第３係合部を更に有する構成とすることが可能である。第３係合部は、
第１外板及び第２外板の少なくとも一方に設けられた構成とすることが可能である。閉塞
部は、第４係合部を更に有する構成とすることが可能である。第４係合部は、第１対向部
及び第２対向部の少なくとも一方に設けられた構成とすることが可能である。第３係合部
及び第４係合部の何れか一方が係合突部を有し、他方が係合突部を係合する係合孔を有す
る構成とすることが可能である。このような態様のシールドケースによる場合、閉塞部を
第１シェルに容易に係合させることができる。
【００１４】
　上記した何れかの態様のシールドケースは、導電性を有する第２シェルを更に備えた構
成とすることが可能である。第２シェルは、シェル本体を有する構成とすることが可能で
ある。
【００１５】
　上記した何れかの態様の第１シェルは、第１ベース及び第２ベースの少なくとも一方に
設けられた第５係合部を更に有する構成とすることが可能である。第２シェルは、シェル
本体に設けられた第６係合部を更に有する構成とすることが可能である。第５係合部及び
第６係合部の何れか一方が係合突部を有し、他方が係合突部を係合する係合孔を有する構
成とすることが可能である。このような態様のシールドケースによる場合、第２シェルを
第１シェルに容易に係合させることができる。
【００１６】
　上記した何れかの態様のシールドケースは、導電性を有する第３シェルを更に備えた構
成とすることが可能である。第３シェルは、第１板と、第３保持板とを有する構成とする
ことが可能である。第３シェルの第１板は、第１ベースと第２ベースとの間又は第１内板
と第２内板との間に配置された構成とすることが可能である。第１板は、第２方向の一方
側の端を有する構成とすることが可能である。第３シェルの第３保持板は、第１板の端に
設けられており且つ第１保持板と第２保持板との間に配置された構成とすることが可能で
ある。このような態様のシールドケースによる場合、第３シェルの存在がシールドケース
の立体状態の第１方向の寸法を増大させない。なぜなら、第３シェルの第１板が、第１ベ
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ースと第２ベースとの間又は第１内板と第２内板との間に配置され、且つ第３シェルの第
３保持板が、第１保持板と第２保持板との間に配置されているからである。
【００１７】
　第３シェルは、第１内板と第２内板との間に配置されたシェル本体を更に有する構成と
することが可能である。第３シェルのシェル本体は、第３シェルの第１板と、第２板と、
第３板とを有する構成とすることが可能である。第３シェルのシェル本体の第１板は、第
２板と第３板とを連結した構成とすることが可能である。
【００１８】
　第３シェルのシェル本体の第２板は、第１内板に当接した構成とすることが可能である
。シェル本体の第３板は、第２内板に当接した構成とすることが可能である。このような
態様のシールドケースは、その強度を向上させることができる。なぜなら、第３シェルの
シェル本体の第２板が第１内板に当接し、第３シェルのシェル本体の第３板が第２内板に
当接しているためである。
【００１９】
　第３シェルのシェル本体は、第４板を更に有する構成とすることが可能である。第３シ
ェルの第４板は、第２板と第３板とを連結した構成とすることが可能である。
【００２０】
　第３シェルの第４板は、第１シェルの中央板に当接した構成とすることが可能である。
このような態様のシールドケースは、その強度を更に向上させることができる。なぜなら
、第３シェルのシェル本体の第４板が第１シェルの中央板に当接しているためである。
【００２１】
　上記した何れかの態様の第２シェルは、当該第２シェルのシェル本体に設けられた第７
係合部を更に有した構成とすることが可能である。上記した何れかの態様の第３シェルは
、当該第３シェルのシェル本体に設けられた第８係合部を有する構成とすることが可能で
ある。第７係合部及び第８係合部の何れか一方が係合突部を有し、他方が係合突部を係合
する係合孔を有する構成とすることが可能である。このような態様のシールドケースによ
る場合、第３シェルを第２シェルに容易に係合させることができる。
【００２２】
　本発明の一態様のコネクタは、第１端子と、第２端子と、上記した何れかの態様のシー
ルドケースと、第１ケーブルと、第２ケーブルとを備えた構成とすることが可能である。
第１ケーブルは、第１端子に電気的に接続されており且つ第１シェルの第１保持板に保持
された構成とすることが可能である。第２ケーブルは、第２端子に電気的に接続されてお
り且つ第１シェルの第２保持板に保持された構成とすることが可能である。
【００２３】
　上記一態様のコネクタは、第１ボディを更に備えた構成とすることが可能である。第１
ボディは、第１端子及び第２端子を保持した構成とすることが可能である。このような態
様のコネクタは、その部品点数が低減される。なぜなら、第１端子及び第２端子が一つの
第１ボディに保持されているからである。又は、上記一態様のコネクタは、第１ボディ及
び第２ボディを更に備えた構成とすることが可能である。この場合、第１ボディが第１端
子を保持し、第２ボディが第２端子を保持する構成とすることが可能である。
【００２４】
　上記した何れかの態様の第２シェルは、導電性を有し且つ少なくとも第１ボディを収容
する構成とすることが可能である。又は、上記した何れかの態様の第２シェルは、導電性
を有し且つ第１ボディ及び第２ボディを収容する構成とすることが可能である。
【００２５】
　第２シェルは省略可能である。この場合、以下の通りとすると良い。第１ボディが第１
端子及び第２端子を保持する場合、第１ボディは、第１保持部と、第２保持部と、連結部
とを有する構成とすることが可能である。第１保持部は、第１シェルの第１ベース上に配
置されており且つ第１端子を保持する構成とすることが可能である。第２保持部は、第１
シェルの第２ベース上に配置されており且つ第２端子を保持する構成とすることが可能で
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ある。連結部は、第１保持部と第２保持部とを連結する構成とすることが可能である。第
１ボディが第１端子を保持し、第２ボディが第２端子を保持する場合、第１ボディが、第
１シェルの第１ベース上に配置され、第２ボディが、第１シェルの第２ベース上に配置さ
れた構成とすることが可能である。
【００２６】
　上記した何れかの態様のコネクタは、第３端子と、第３ケーブルとを更に備えた構成と
することが可能である。第３ケーブルは、第３端子に電気的に接続されており且つ上記し
た何れかの態様の第３シェルの第３保持板に保持された構成とすることが可能である。
【００２７】
　上記した何れかの態様のコネクタは、第３端子を保持する第３ボディを更に備えた構成
とすることが可能である。第１ボディの連結部は、収容部を有する構成とすることが可能
である。第３ボディは、収容部内に収容された構成とすることが可能である。第１ボディ
が第２シェルに収容されている場合、第３ボディも第２シェルに収容された構成とするこ
とが可能である。このような態様のコネクタは、その部品点数が低減される。なぜなら、
第１端子及び第２端子が一つの第１ボディに保持され、第１ボディ及び第２ボディが一つ
の第３シェルに収容されているからである。第１ボディの第１保持部が第１シェルの第１
ベース上に配置され、第１ボディの第２保持部が第１シェルの第２ベース上に配置されて
いる場合、第３ボディが、上記した何れかの態様の第３シェルの第１板上に配置された構
成とすることも可能である。
【００２８】
　上記何れかの態様の第２シェルは、上記した何れかの態様の閉塞部を有する構成とする
ことが可能である。また、上記何れかの態様の第２シェルのシェル本体は、第１シェルの
第２方向の他方側又は一方側に配置された構成とすることが可能である。第２シェルのシ
ェル本体が、第１ボディを収容する構成、第１ボディ及び第２ボディを収容する構成、又
は、第１ボディ及び第３ボディを収容する構成とすることが可能である。
【００２９】
　上記何れかの態様のシールドケースは、第１カバーと、第２カバーとを更に備えた構成
とすることが可能である。第１カバーは、閉塞部に設けられており且つ第１ケーブルを部
分的に覆う構成とすることが可能である。第２カバーは、閉塞部に設けられており且つ第
２ケーブルを部分的に覆う構成とすることが可能である。第１保持板は、第１カバー及び
第１ケーブルを保持する構成とすることが可能である。第２保持板は、第２カバー及び第
２ケーブルを保持する構成とすることが可能である。
【００３０】
　上記何れかの態様のシールドケースは、第３カバーを更に備えた構成とすることが可能
である。第３カバーは、上記した何れかの態様の閉塞部に設けられており且つ第３ケーブ
ルを部分的に覆う構成とすることが可能である。又は、第３カバーは、閉塞部ではなく、
上記した何れかの態様の第３シェルの第４板に設けられた構成とすることが可能である。
何れの場合でも、上記した何れかの態様の第３シェルの第３保持板は、第３カバー及び第
３ケーブルを保持する構成とすることが可能である。
【図面の簡単な説明】
【００３１】
【図１Ａ】本発明の実施例１に係るコネクタの正面、平面及び右側面から表した斜視図で
ある。
【図１Ｂ】前記コネクタの背面、平面及び左側面から表した斜視図である。
【図２Ａ】前記コネクタの図１Ａ中の２Ａ－２Ａ断面図である。
【図２Ｂ】前記コネクタの図１Ａ中の２Ｂ－２Ｂ断面図である。
【図２Ｃ】前記コネクタの図１Ａ中の２Ｃ－２Ｃ断面図である。
【図２Ｄ】前記コネクタの図１Ａ中の２Ｄ－２Ｄ断面図である。
【図２Ｅ】前記コネクタの図１Ａ中の２Ｅ－２Ｅ断面図である。
【図２Ｆ】前記コネクタの図１Ａ中の２Ｆ－２Ｆ断面図である。
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【図２Ｇ】前記コネクタの図１Ａ中の２Ｇ－２Ｇ断面図である。
【図２Ｈ】前記コネクタの図１Ａ中の２Ｈ－２Ｈ断面図である。
【図３Ａ】前記コネクタの第１ユニット、第２ユニット部及びキャップの正面、平面及び
右側面から表した斜視図である。
【図３Ｂ】前記コネクタの第１ユニット、第２ユニット及びキャップの背面、底面及び左
側面から表した斜視図である。
【図４Ａ】前記コネクタの第１ユニット及び第２ユニットの正面、平面及び右側面から表
した分解斜視図である。
【図４Ｂ】前記コネクタの第１ユニット及び第２ユニットの背面、底面及び左側面から表
した分解斜視図である。
【図５】前記コネクタの第１ユニットの第１シェルの展開図である。
【図６Ａ】前記第２ユニットの正面、平面及び右側面から表した分解斜視図である。
【図６Ｂ】前記第２ユニットの背面、底面及び右側面から表した分解斜視図である。
【発明を実施するための形態】
【００３２】
　以下、本発明の実施例１に係るコネクタＣについて図１Ａ～６Ｂを参照しつつ、説明す
る。コネクタＣは、第１ユニットＣ１（図３Ａ及び図３Ｂ参照）と、第２ユニットＣ２（
図４Ａ及び図４Ｂ参照）とを備えている。以下、コネクタＣの各構成要素について詳しく
説明する。なお、図２Ａ、図２Ｂ、図２Ｅ～図２Ｈ及び図３Ａ～図４Ｂに示されるＸ－Ｘ
’方向が、コネクタＣの短手方向であり且つ特許請求の範囲の第１方向に相当する。Ｘ－
Ｘ’方向のうちのＸ方向が第１方向の一方側に相当し、Ｘ’方向が第１方向の他方側に相
当する。図２Ｃ～図４Ｂに示されるＹ－Ｙ’方向は、コネクタＣの長手方向であり且つ特
許請求の範囲の第２方向に相当する。Ｙ－Ｙ’方向のうちのＹ’方向が第２方向の一方側
に相当し、Ｙ方向が第２方向の他方側に相当する。図２Ａ、図２Ｂ、図２Ｅ～図２Ｈ及び
図３Ａ～図４Ｂに示されるＺ－Ｚ’方向が、コネクタＣの高さ方向であり且つ特許請求の
範囲の第３方向に相当する。Ｚ－Ｚ’方向のうちＺ方向が第３方向の一方側に相当し、Ｚ
’方向が第３方向の他方側に相当する。Ｚ－Ｚ’方向がＸ－Ｘ’方向及びＹ－Ｙ’方向に
直交している。
【００３３】
　第１ユニットＣ１は、ボディ１００ａ（第１ボディ）と、少なくとも一つの第１端子２
００ａと、少なくとも一つの第２端子２００ｂと、第１ケーブル３００ａと、第２ケーブ
ル３００ｂと、第１シェル４００ａと、第２シェル４００ｂとを有している。第２ユニッ
トＣ２は、ボディ１００ｂ（第３ボディ）と、少なくとも一つの第３端子２００ｃと、第
３ケーブル３００ｃと、第３シェル４００ｃとを有している。なお、第１シェル４００ａ
、第２シェル４００ｂ及び第３シェル４００ｃが、コネクタＣのシールドケースＳを構成
している。なお、実施例１では、第１端子２００ａ、第２端子２００ｂ及び第３端子２０
０ｃは複数である。
【００３４】
　第１端子２００ａ及び第２端子２００ｂは各々金属板で構成されている。第１端子２０
０ａ及び第２端子２００ｂはボディ１００ａに保持されている。第１端子２００ａは、接
触部２１０ａと、中間部２２０ａと、テール２３０ａとを有している。中間部２２０ａは
、接触部２１０ａとテール２３０ａとを連結しており且つボディ１００ａに保持され得る
構成であれば良い。実施例１では、中間部２２０ａは、図２Ｃ及び図２Ｅに最も良く示さ
れているように、第１板２２１ａと、第２板２２２ａと、少なくとも一つの連結板２２３
ａとを有している。第１板２２１ａ及び第２板２２２ａはＹ－Ｙ’方向に延びており且つ
Ｚ－Ｚ’方向で互いに対向している。連結板２２３ａが第１板２２１ａと第２板２２２ａ
とを連結している。
【００３５】
　接触部２１０ａは、相手側コネクタの対応する端子に接触し得る構成であれば良い。実
施例１では、接触部２１０ａは、Ｚ－Ｚ’方向で互いに対向する一対のアーム２１１ａを
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有している。一対のアーム２１１ａのうちの一方は、第１板２２１ａからＹ方向に延び、
他方は第２板２２２ａからＹ方向に延びている。一対のアーム２１１ａの先端部は互いに
近づくように折り曲げられている。テール２３０ａは、中間部２２０ａからＹ’方向側に
延びていれば良い。実施例１では、テール２３０ａは、中間部２２０ａの第１板２２１ａ
からＹ’方向に延びている。
【００３６】
　第２端子２００ｂは、第１端子２００ａと同様の構成であるので、その説明は省略する
。第２端子２００ｂは、接触部２１０ｂと、中間部２２０ｂと、テール２３０ｂとを有し
ている。
【００３７】
　ボディ１００ａは、図４Ａ及び図４Ｂに最も良く示されているように、絶縁樹脂で構成
されている。ボディ１００ａは、メインボディ１１０ａを有している。メインボディ１１
０ａは、矩形状のブロックである。メインボディ１１０ａは、第１保持部１１１ａと、第
２保持部１１２ａと、連結部１１３ａとを有している。
【００３８】
　第１保持部１１１ａは、メインボディ１１０ａの少なくとも一つの第１端子２００ａを
保持している部分である。本実施例１では、第１保持部１１１ａは、図４Ａ及び図４Ｂに
最も良く示されているように、メインボディ１１０ａのＸ方向側の端部である。第１保持
部１１１ａは、第１端子２００ａを保持する少なくとも一つの保持孔１１１ａ１を有して
いても良い。実施例１では、複数の保持孔１１１ａ１が、Ｚ－Ｚ’方向に二列でＸ－Ｘ’
方向に間隔をあけて第１保持部１１１ａに設けられている。各保持孔１１１ａ１は、図２
Ｃに最も良く示されているように、第１保持部１１１ａをＹ－Ｙ’方向に貫通している。
各保持孔１１１ａ１の形は、対応する第１端子２００ａの中間部２２０ａ及び接触部２１
０ａの外形に対応している。第１端子２００ａの中間部２２０ａが保持孔１１１ａ１に保
持され、第１端子２００ａの接触部２１０ａが保持孔１１１ａ１内に収容されている。な
お、第１保持部１１１ａ内に少なくとも一つの第１端子２００ａがインサート成形されて
いても良い。この場合、保持孔１１１ａ１は省略される。
【００３９】
　第２保持部１１２ａは、メインボディ１１０ａの少なくとも一つの第２端子２００ｂを
保持している部分である。本実施例１では、第２保持部１１２ａは、図４Ａ及び図４Ｂに
最も良く示されているように、メインボディ１１０ａのＸ’方向側の端部である。第２保
持部１１２ａは、第２端子２００ｂを保持する少なくとも一つの保持孔１１２ａ１を有し
ていても良い。実施例１では、複数の保持孔１１２ａ１は、Ｚ－Ｚ’方向に二列でＸ－Ｘ
’方向に間隔をあけて第２保持部１１２ａに設けられている。各保持孔１１２ａ１は、保
持孔１１１ａ１と同様の構成であって、第２保持部１１２ａをＹ－Ｙ’方向に貫通してい
る（図２Ｃを借りて参照）。第２端子２００ｂの中間部２２０ｂが保持孔１１２ａ１に保
持され、第２端子２００ｂの接触部２１０ｂが保持孔１１２ａ１内に収容されている。な
お、第２保持部１１２ａ内に少なくとも一つの第２端子２００ｂがインサート成形されて
いても良い。この場合、保持孔１１２ａ１は省略される。
【００４０】
　連結部１１３ａは、第１保持部１１１ａと第２保持部１１２ａとを連結していれば良い
。実施例１では、連結部１１３ａは、メインボディ１１０ａの第１保持部１１１ａと第２
保持部１１２ａとの間の部分である。この連結部１１３ａは、フロントパネル１１３ａ１
と、収容部１１３ａ２とを有している。収容部１１３ａ２は、連結部１１３ａ内に設けら
れ且つＹ－Ｙ’方向に延びた矩形状の穴である。収容部１１３ａ２はＹ’方向に開放され
ている。フロントパネル１１３ａ１は、収容部１１３ａ２のＹ方向側を閉塞するように設
けられている。フロントパネル１１３ａ１には、少なくとも一つの開口１１３ａ３が設け
られている。開口１１３ａ３は収容部１１３ａ２に連通している。実施例１では、複数の
開口１１３ａ３がＺ－Ｚ’方向に二列でＸ－Ｘ’方向に間隔をあけてフロントパネル１１
３ａ１に設けられている。なお、収容部１１３ａ２は、連結部１１３ａに連結された第１
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保持部１１１ａと第２保持部１１２ａとの間の空間であっても良い。
【００４１】
　ボディ１００ａは、図４Ａ及び図４Ｂに最も良く示されているように、第１テーブル１
２０ａ及び第２テーブル１３０ａを更に有していても良い。第１テーブル１２０ａは、第
１保持部１１１ａのＹ’方向の端面からＹ’方向に延びている。第１テーブル１２０ａは
、少なくとも一つの第１端子２００ａのテール２３０ａを支持し得るものであれば良い。
第１テーブル１２０ａは、少なくとも一つの保持溝１２１ａを有していても良い。保持溝
１２１ａは、第１保持部１１１ａの保持孔１１１ａ１に連通するように第１テーブル１２
０ａに設けられている。保持溝１２１ａにテール２３０ａが収容され、支持されている。
実施例１では、図２Ｆに最も良く示されているように、第１テーブル１２０ａのＺ方向の
面に複数の保持溝１２１ａがＸ－Ｘ’方向に間隔をあけて設けられ、第１テーブル１２０
ａのＺ’方向の面に複数の保持溝１２１ａがＸ－Ｘ’方向に間隔をあけて設けられている
。
【００４２】
　第２テーブル１３０ａは、第２保持部１１２ａのＹ’方向の端面からＹ’方向に延びて
いる。第２テーブル１３０ａは、少なくとも一つの第２端子２００ｂのテール２３０ｂを
支持し得るものであれば良い。第２テーブル１３０ａは、少なくとも一つの保持溝１３１
ａを有していても良い。保持溝１３１ａは、第２保持部１１２ａの保持孔１１２ａ１に連
通するように第２テーブル１３０ａに設けられている。保持溝１３１ａにテール２３０ｂ
が収容され、支持されている。実施例１では、図２Ｆに最も良く示されているように、第
２テーブル１３０ａのＺ方向の面に複数の保持溝１３１ａがＸ－Ｘ’方向に間隔をあけて
設けられ、第２テーブル１３０ａのＺ’方向の面に複数の保持溝１３１ａがＸ－Ｘ’方向
に間隔をあけて設けられている。
【００４３】
　第１シェル４００ａは、ボディ１００ａのＹ’方向側の配置されている。第１シェル４
００ａは、図４Ａ～図５に最も良く示されているように、一枚の金属板がプレス成形され
ることによって作成されたものである。第１シェル４００ａは、第１ベース４１０ａと、
第２ベース４２０ａと、中央板４３０ａと、第１内板４４０ａと、第２内板４５０ａと、
第１保持板４６０ａと、第２保持板４７０ａとを有している。中央板４３０ａは、前記金
属板の中央部（前記金属板の一部）である。中央板４３０ａは、Ｘ－Ｘ’方向及びＹ－Ｙ
’方向に延びている。中央板４３０ａは、第１ベース４１０ａ及び第２ベース４２０ａの
Ｚ方向側に配置されている。実施例１では、中央板４３０ａは、第１ベース４１０ａ及び
第２ベース４２０ａのＺ方向側で第１ベース４１０ａ及び第２ベース４２０ａの間に配置
されている。中央板４３０ａは、第１端４３１ａと、第２端４３２ａとを有している。第
１端４３１ａは、中央板４３０ａのＸ方向側の端である。第２端４３２ａは、中央板４３
０ａのＸ’方向側の端である。
【００４４】
　第１ベース４１０ａは、前記金属板の中央板４３０ａよりもＸ方向側の部分（すなわち
、板状）である。第１ベース４１０ａは、Ｘ－Ｘ’方向及びＹ－Ｙ’方向に延びている。
第２ベース４２０ａと、前記金属板の中央板４３０ａよりＸ’方向側の部分（すなわち、
板状）である。第２ベース４２０ａは、Ｘ－Ｘ’方向及びＹ－Ｙ’方向に延びている。第
１ベース４１０ａ及び第２ベース４２０ａはＸ－Ｘ’方向で隣り合っている。第１ベース
４１０ａ及び第２ベース４２０ａは、Ｚ－Ｚ’方向において同じ高さ位置に配置されてい
ても良いし、異なる高さ位置に配置されていても良い。
【００４５】
　第１ベース４１０ａは、第１端４１１ａと、第２端４１２ａと、第３端４１３ａとを有
している。第１端４１１ａは、第１ベース４１０ａのＸ’方向側（第２ベース４２０ａ側
）の端である。第２端４１２ａは、第１ベース４１０ａのＹ’方向側の端である。第２端
４１２ａは、中央部がＹ方向側に窪んでいても良いし、フラットであっても良い。第３端
４１３ａは、第１ベース４１０ａのＸ方向側の端である。第２ベース４２０ａは、第１端
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４２１ａと、第２端４２２ａと、第３端４２３ａとを有している。第１端４２１ａは、第
２ベース４２０ａのＸ方向側（第１ベース４１０ａ側）の端である。第２端４２２ａは、
第２ベース４２０ａのＹ’方向側の端である。第２端４２２ａは、中央部がＹ方向側に窪
んでいても良いし、フラットであっても良い。第３端４２３ａは、第２ベース４２０ａの
Ｘ’方向側の端である。
【００４６】
　第１内板４４０ａは、前記金属板の中央板４３０ａと第１ベース４１０ａとの間の部分
である。第１内板４４０ａは、第１ベース４１０ａの第１端４１１ａから中央板４３０ａ
の第１端４３１ａへＺ方向側に延びている。第１内板４４０ａは、Ｘ方向、Ｘ’方向、Ｙ
方向、Ｙ’方向、Ｘ方向及びＹ方向の成分を含む方向、Ｘ’方向及びＹ方向の成分を含む
方向、Ｘ方向及びＹ’方向の成分を含む方向、又は、Ｘ’方向及びＹ’方向の成分を含む
方向に傾斜していても良い。実施例１では、第１内板４４０ａは、傾斜しておらず、第１
ベース４１０ａに対する角度は略９０°である。
【００４７】
　第２内板４５０ａは、前記金属板の中央板４３０ａと第２ベース４２０ａとの間の部分
である。第２内板４５０ａは、第２ベース４２０ａの第１端４２１ａから中央板４３０ａ
の第２端４３２ａへＺ方向側に延びている。第２内板４５０ａは、Ｘ方向、Ｘ’方向、Ｙ
方向、Ｙ’方向、Ｘ方向及びＹ方向の成分を含む方向、Ｘ’方向及びＹ方向の成分を含む
方向、Ｘ方向及びＹ’方向の成分を含む方向、又は、Ｘ’方向及びＹ’方向の成分を含む
方向に傾斜していても良い。実施例１では、第２内板４５０ａは、傾斜しておらず、第２
ベース４２０ａに対する角度は略９０°である。
【００４８】
　第１保持板４６０ａは、前記金属板の第１ベース４１０ａのＹ’方向側の部分であって
、第１ベース４１０ａの第２端４１２ａに一体的に連接されている。第１保持板４６０ａ
は、幹部４６１ａと、保持板本体４６２ａとを有している。幹部４６１ａは第１ベース４
１０ａの第２端４１２ａからＹ’方向に延びた板である。保持板本体４６２ａは幹部４６
１ａのＹ’方向の端に一体的に連接された板である。平面展開された保持板本体４６２ａ
のＸ－Ｘ’方向の寸法は、幹部４６１ａのＸ－Ｘ’方向の寸法よりも大きい。
【００４９】
　第２保持板４７０ａは、前記金属板の第２ベース４２０ａのＹ’方向側の部分であって
、第２ベース４２０ａの第２端４２２ａに一体的に連接されている。第２保持板４７０ａ
は、幹部４７１ａと、保持板本体４７２ａとを有している。幹部４７１ａは第２ベース４
２０ａの第２端４２２ａからＹ’方向に延び板である。保持板本体４７２ａは幹部４７１
ａのＹ’方向の端に一体的に連接された板である。平面展開された保持板本体４７２ａの
Ｘ－Ｘ’方向の寸法は、幹部４７１ａのＸ－Ｘ’方向の寸法よりも大きい。
【００５０】
　第１シェル４００ａは、第１外板４８０ａと、第２外板４９０ａとを更に有していても
良い。第１外板４８０ａは、第１ベース４１０ａに設けられており且つ第１内板４５０ａ
に対してＸ方向側に間隔をあけて配置されていればと良い。実施例１では、第１外板４８
０ａは、前記金属板の第１ベース４１０ａのＸ方向側の部分であって、第１ベース４１０
ａの第３端４１３ａからＺ方向側に延びている。第１外板４８０ａは、第１ベース４１０
ａの一部を切り起こした片部材、又は、第１ベース４１０ａと別体であって、第１ベース
４１０ａに固着される態様であっても良い。第１外板４８０ａは、Ｘ方向、Ｘ’方向、Ｙ
方向、Ｙ’方向、Ｘ方向及びＹ方向の成分を含む方向、Ｘ’方向及びＹ方向の成分を含む
方向、Ｘ方向及びＹ’方向の成分を含む方向、又は、Ｘ’方向及びＹ’方向の成分を含む
方向に傾斜していても良い。実施例１では、第１外板４８０ａは、傾斜しておらず、第１
ベース４１０ａに対する角度が略９０°となっている。第１外板４８０ａ、第１ベース４
１０ａ及び第１内板４４０ａが第１収容空間を区画している。
【００５１】
　第１外板４８０ａは、外板本体４８１ａと、延長板４８２ａとを有していてもと良い。
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外板本体４８１ａは、第１ベース４１０ａの第３端４１３ａからＺ方向側に延びている。
外板本体４８１ａは、Ｙ方向の端を有している。
【００５２】
　延長板４８２ａは、外板本体４８１ａのＹ方向の端に一体的に連接されている。延長板
４８２ａは、第１収容空間のＹ方向側を部分的に塞ぐように外板本体４８１ａに対してＸ
’方向側に折り曲げられている。延長板４８２ａと第１内板４４０ａとの間には第１間隙
が生じている。
【００５３】
　第２外板４９０ａは、第２ベース４２０ａに設けられており且つ第２内板４６０ａに対
してＸ方向側に間隔をあけて配置されていれば良い。実施例１では、第２外板４９０ａは
、前記金属板の第２ベース４２０ａのＸ’方向側の部分であって、第２ベース４２０ａの
第３端４２３ａからＺ方向側に延びている。第２外板４９０ａは、第２ベース４２０ａの
一部を切り起こした片部材、又は、第２ベース４２０ａと別体であって、第２ベース４２
０ａに固着される態様であっても良い。第２外板４９０ａは、Ｘ方向、Ｘ’方向、Ｙ方向
、Ｙ’方向、Ｘ方向及びＹ方向の成分を含む方向、Ｘ’方向及びＹ方向の成分を含む方向
、Ｘ方向及びＹ’方向の成分を含む方向、又は、Ｘ’方向及びＹ’方向の成分を含む方向
に傾斜していても良い。実施例１では、第２外板４９０ａは、傾斜しておらず、第２ベー
ス４２０ａに対する角度が略９０°となっている。第２外板４９０ａ、第２ベース４２０
ａ及び第２内板４５０ａが第２収容空間を区画している。
【００５４】
　第２外板４９０ａは、外板本体４９１ａと、延長板４９２ａとを有していてもと良い。
外板本体４９１ａは、第２ベース４２０ａの第３端４２３ａからＺ方向側に延びている。
外板本体４９１ａは、Ｙ方向の端を有している。
【００５５】
　延長板４９２ａは、外板本体４９１ａのＹ方向の端に一体的に連接されている。延長板
４９２ａは、第２収容空間のＹ方向側を部分的に塞ぐように外板本体４９１ａに対してＸ
’方向側に折り曲げられている。延長板４９２ａと第２内板４５０ａとの間には第２間隙
が生じている。
【００５６】
　第１ケーブル３００ａは、外側絶縁体３１０ａと、図示しないシールド導体と、少なく
とも一つの伝送線３２０ａとを有している。外側絶縁体３１０ａは筒状のシースである。
シールド導体は、筒状の編組導線又は螺旋状に巻かれた金属箔製のテープであって、外側
絶縁体３１０ａ内に配置されている。伝送線３２０ａはシールド導体内に配置されている
。外側絶縁体３１０ａのＹ方向側の端部はカットされ、シールド導体のＹ方向側の端部が
露出している。露出したシールド導体に第１保持板４６０ａの保持板本体４６２ａが巻き
付けられ且つ電気的に接続されている（図２Ａ～図２Ｃ、図２Ｈ、図３Ａ及び図３Ｂ参照
）。伝送線３２０ａのＹ方向側の端部はシールド導体からＹ方向に突出している。伝送線
３２０ａの突出した部分（以下、突出部と称する）の先端がカットされ、伝送線３２０ａ
内部の芯線が露出している。伝送線３２０ａの突出部が第１収容空間及び第１間隙を挿通
し、伝送線３２０ａの芯線が第１端子２００ａのテール２３０ａに電気的に接続されてい
る。実施例１では、二本の伝送線３２０ａの芯線がＺ’方向側の二つの第１端子２００ａ
のテール２３０ａに各々接続されている。なお、図２Ａ～図２Ｃ及び図２Ｇ～図２Ｈでは
、第１ケーブル３００ａの断面の外形線のみが表されている。図４Ａ及び図４Ｂでは、保
持板本体４６２ａは、シールド導体に巻き付けられる前の状態で表されている。
【００５７】
　第２ケーブル３００ｂは、第１ケーブル３００ａと同様の構成である。第２ケーブル３
００ｂは、外側絶縁体３１０ｂと、図示しないシールド導体と、少なくとも一つの伝送線
３２０ｂとを有している。露出したシールド導体に第２保持板４７０ａの保持板本体４７
２ａが巻き付けられ且つ電気的に接続されている（図２Ａ～図２Ｂ、図２Ｈ、図３Ａ及び
図３Ｂ参照）。伝送線３２０ｂの突出部が第２収容空間及び第２間隙を挿通し、伝送線３
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２０ｂの芯線が第２端子２００ｂのテール２３０ｂに電気的に接続されている。実施例１
では、二本の伝送線３２０ｂの芯線がＺ’方向側の二つの第２端子２００ｂのテール２３
０ｂに各々接続されている。なお、図２Ａ～図２Ｂ及び図２Ｇ～図２Ｈでは、第２ケーブ
ル３００ｂの断面の外形線のみが表されている。図４Ａ及び図４Ｂでは、保持板本体４７
２ａは、シールド導体に巻き付けられる前の状態で表されている。
【００５８】
　第２シェル４００ｂは、図４Ａ及び図４Ｂに最も良く示されているように、一枚の金属
板プレス成形されることによって作成されたものである。第２シェル４００ｂは、シェル
本体４１０ｂと、閉塞部４２０ｂとを有している。シェル本体４１０ｂは、Ｙ－Ｙ’方向
に延びた筒であって、第１シェル４００ａのＹ方向側に配置されている。シェル本体４１
０ｂの内形は、ボディ１００ａの外形に対応している。シェル本体４１０ｂにボディ１０
０ａが収容されている。シェル本体４１０ｂは、Ｚ’方向側の第１板と、Ｘ方向側の第２
板と、Ｘ’方向側の第３板と、Ｚ方向側の第４板とを有している。第１板は、Ｘ方向側の
端と、Ｘ’方向側の端とを有している。第４板は、Ｘ方向側の端と、Ｘ’方向側の端とを
有している。第２板が、第１板のＸ方向側の端と、第４板のＸ方向側の端とを一体的に連
結している。第３板が、第１板のＸ’方向側の端と、第４板のＸ’方向側の端とを一体的
に連結している。
【００５９】
　閉塞部４２０ｂは、シェル本体４１０ｂの第４板からＹ’方向に延びた板である。閉塞
部４２０ｂは、第１シェル４００ａの中央板４３０ａにＺ方向側から当接又はＺ－Ｚ’方
向に間隙を有して配置され、且つ第１シェル４００ａの第１収容空間及び第２収容空間を
Ｙ方向側から閉塞している。実施例１では、閉塞部４２０ｂは、中央部４２１ｂと、第１
対向部４２２ｂと、第２対向部４２３ｂとを有している。中央部４２１ｂは、図２Ｇに最
も良く示されているように、中央板４３０ａにＺ方向側から当接している（面接触してい
る）。第１対向部４２２ｂは、第１シェル４００ａの第１ベース４１０ａにＺ－Ｚ’方向
に間隙を有して対向配置されており且つ第１収容空間をＺ方向側から閉塞している。第１
対向部４２２ｂは、第１シェル４００ａの第１外板４８０ａに当接していても良い。なお
、第１外板４８０ａが省略される場合、第１ベース４１０ａ、第１内板４４０ａ及び第１
対向部４２２ｂが第１収容空間を区画していると良い。第２対向部４２３ｂは、第１シェ
ル４００ａの第２ベース４２０ａにＺ－Ｚ’方向に間隙を有して対向配置されており且つ
第２収容空間をＺ方向側から閉塞している。第２対向部４２３ｂは、第１シェル４００ａ
の第２外板４９０ａに当接していても良い。なお、第２外板４９０ａが省略される場合、
第２ベース４２０ａ、第２内板４５０ａ及び第２対向部４２３ｂが第２収容空間を区画し
ていると良い。第１対向部４２２ｂは、Ｘ方向の端と、Ｙ’方向の端とを有している。第
２対向部４２３ｂは、Ｘ’方向の端と、Ｙ’方向の端とを有している。
【００６０】
　第１シェル４００ａの第１内板４４０ａ、第２内板４５０ａ及び中央板４３０ａの少な
くとも一つに、第１係合部が設けられていても良い。第２シェル４００ｂの閉塞部４２０
ｂに、第２係合部が設けられていても良い。第１係合部及び第２係合部の何れか一方が係
合突部を有し、他方が係合突部を係合する係合孔を有する構成とすることが可能である。
【００６１】
　実施例１では、図２Ｇ及び図４Ａに最も良く示されているように、第１内板４４０ａが
第１係合部４４１ａを有し、第２内板４５０ａが第１係合部４５１ａを有している。第１
係合部４４１ａは、中央板４３０ａの一部がカットされ、第１内板４４０ａからＺ方向へ
延びるように折り曲げられた板状の係合突部を有する。第１係合部４５１ａは、中央板４
３０ａの別の一部がカットされ、第２内板４５０ａからＺ方向へ延びるように折り曲げら
れた板状の係合突部を有する。この場合、閉塞部４２０ｂは、第２係合部４２４ｂ、４２
５ｂを有している。第２係合部４２４ｂは、閉塞部４２０ｂの第１係合部４４１ａに対応
する箇所に設けられた係合孔を有している。第２係合部４２５ｂは、閉塞部４２０ｂの第
１係合部４５１ａに対応する箇所に設けられた係合孔を有している。第１係合部４４１ａ
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がＺ’方向側から第２係合部４２４ｂに係合され、第１係合部４５１ａがＺ’方向側から
第２係合部４２５ｂに係合されている。
【００６２】
　なお、中央板４３０ａが少なくとも一つの第１係合部を有する場合には、第１係合部は
、中央板４３０ａ、第１内板４４０ａ及び第２内板４５０ａの少なくとも一つの一部がカ
ットされ、中央板４３０ａからＺ方向側に延びるように折り曲げられた板状の係合突部を
有する構成とすることが可能である。この場合、少なくとも一つの第２係合部は、閉塞部
４２０ｂにおける中央板４３０ａの第１係合部に対応する部分に設けられており且つ当該
第１係合部を係合する係合孔を有する構成とすることが可能である。又は、少なくとも一
つの第２係合部は、閉塞部４２０ｂの一部がカットされ、閉塞部４２０ｂからＺ’方向側
に延びるように折り曲げられた板状の係合突部を有する構成とすることが可能である。こ
の場合、少なくとも一つの第１係合部は、第１内板４４０ａ、第２内板４５０ａ及び中央
板４３０ａの少なくとも一つに設けられており且つ閉塞部４２０ｂの第２係合部を係合す
る係合孔を有する構成とすることが可能である。
【００６３】
　第１シェル４００ａの第１外板４８０ａ及び第２外板４９０ａの少なくとも一方に、第
３係合部が設けられていても良い。第２シェル４００ｂの閉塞部４２０ｂの第１対向部４
２２ｂ及び第２対向部４２３ｂの少なくとも一方には、第４係合部が設けられていても良
い。第３係合部及び第４係合部の何れか一方が係合突部を有し、他方が係合突部を係合す
る係合孔を有する構成とすることが可能である。
【００６４】
　実施例１では、図２Ｇ及び図４Ａに最も良く示されているように、第１外板４８０ａが
第３係合部４８３ａを有し、第２外板４９０ａが第３係合部４９３ａを有している。第３
係合部４８３ａは、外板本体４８１ａの一部がカットされ、Ｘ方向側に折り曲げられた板
状の係合突部を有する。第３係合部４９３ａは、外板本体４９１ａの一部がカットされ、
Ｘ’方向側に折り曲げられた板状の係合突部を有する。この場合、閉塞部４２０ｂは、一
対の第４係合部４３０ｂ（一方の第４係合部４３０ｂ及び他方の第４係合部４３０ｂ）を
有している。一方の第４係合部４３０ｂは、第１対向部４２２ｂのＸ方向の端からＺ’方
向に延びた係合片と、この係合片に設けられた係合孔とを有している。他方の第４係合部
４３０ｂは、第２対向部４２３ｂのＸ’方向の端からＺ’方向に延びた係合片と、この係
合片に設けられた係合孔とを有している。第３係合部４８３ａ及び第３係合部４９３ａが
、第４係合部４３０ｂの係合孔に各々係合されている。
【００６５】
　なお、一対の第４係合部は、係合孔の代りに、係合突部を有していても良い。第４係合
部の係合突部は、係合片の一部がカットされ、折り曲げられた板とすることが可能である
。この場合、第１外板４８０ａの第３係合部は、一方の第４係合部の係合突部を係合する
係合孔を有する構成とすることが可能である。第２外板４９０ａの第３係合部は、他方の
第４係合部の係合突部を係合する係合孔を有する構成とすることが可能である。
【００６６】
　第１シェル４００ａの第１ベース４１０ａ及び第２ベース４２０ａの少なくとも一方に
、第５係合部が設けられていても良い。第２シェル４００ｂのシェル本体４１０ｂに、第
６係合部が設けられていても良い。第５係合部及び第６係合部の何れか一方が係合突部を
有し、他方が係合突部を係合する係合孔を有する構成とすることが可能である。
【００６７】
　実施例１では、図３Ｂ及び図４Ｂに最も良く示されているように、第２シェル４００ｂ
が一対の第６係合部４６０ｂを有している。第６係合部４６０ｂは、シェル本体４１０ｂ
の第１板からＹ’方向に延びたアームと、このアームに設けられた係合突部とを有してい
る。この場合、第１シェル４００ａが、第５係合部４１４ａ及び第５係合部４２４ａを有
している。第５係合部４１４ａは、第１ベース４１０ａに設けられた係合孔を有している
。第５係合部４２４ａは、第２ベース４２０ａに設けられた係合孔を有している。第５係



(17) JP 2016-219221 A 2016.12.22

10

20

30

40

50

合部４１４ａ及び第５係合部４２４ａの係合孔が第６係合部４６０ｂの係合突部を各々係
合している。
【００６８】
　なお、第６係合部が、係合突部の代りに、係合孔を有していても良い。第６係合部の係
合孔は、アーム又はシェル本体４１０ｂの第１板に設けることが可能である。後者の場合
、アームは省略される。この場合、第５係合部は、第１ベース４１０ａ及び第２ベース４
２０ａの一部がカットされ、折り曲げられた板状の係合突部を有する構成とすることが可
能である。第５係合部の係合突部が、第６係合部の係合孔に各々係合されている。
【００６９】
　第２シェル４００ｂは、第１カバー４４０ｂ及び第２カバー４５０ｂの少なくとも一方
を更に有していても良い。第１カバー４４０ｂは、第２シェル４００ｂの閉塞部４２０ｂ
の第１対向部４２２ｂに設けられている。第１カバー４４０ｂは、基部４４１ｂと、カバ
ー本体４４２ｂとを有している。基部４４１ｂは、第１対向部４２２ｂのＹ’方向の端か
らＹ’方向に延びた板である。カバー本体４４２ｂは、基部４４１ｂのＹ’方向の端に一
体的に連接された円弧状の板である。カバー本体４４２ｂが第１ケーブル３００ａの露出
したシールド導体を部分的に覆っている。第２シェル４００ｂが第１カバー４４０ｂを有
する場合、第１シェル４００ａの第１保持板４６０ａは、図２Ｈに最も良く示されている
ように、カバー本体４４２ｂ及び第１ケーブル３００ａの露出したシールド導体に巻き付
けられるように、湾曲させられている。
【００７０】
　第２カバー４５０ｂは、基部４５１ｂと、カバー本体４５２ｂとを有している。基部４
５１ｂは、第２対向部４２３ｂのＹ’方向の端からＹ’方向に延びた板である。カバー本
体４５２ｂは、基部４５１ｂのＹ’方向の端に一体的に連接された円弧状の板である。カ
バー本体４５２ｂが第２ケーブル３００ｂの露出したシールド導体を部分的に覆っている
。第２シェル４００ｂが第２カバー４５０ｂを有する場合、第１シェル４００ａの第２保
持板４７０ａは、図２Ｈに最も良く示されているように、カバー本体４５２ｂ及び第２ケ
ーブル３００ｂの露出したシールド導体に巻き付けられるように、湾曲させられている。
【００７１】
　第３端子２００ｃは、金属板で構成されており且つボディ１００ｂに保持されている。
第３端子２００ｃは、図２Ｄに最も良く示されているように、第１端子２００ａと同様の
構成であるので、その説明は省略する。第３端子２００ｃは、接触部２１０ｃと、中間部
２２０ｃと、テール２３０ｃとを有している。
【００７２】
　ボディ１００ｂは絶縁樹脂で構成されている。ボディ１００ｂは、図６Ａ及び図６Ｂに
最も良く示されているように、メインボディ１１０ｂを有している。メインボディ１１０
ｂは、矩形状のブロックである。メインボディ１１０ａの外形は、ボディ１００ａの収容
部１１３ａ２の形に対応している。メインボディ１１０ａがボディ１００ａの収容部１１
３ａ２内に収容されている。ボディ１００ｂは、ボディ１００ａと共に、第２シェル４０
０ｂのシェル本体４１０ｂ内に収容されている。
【００７３】
　メインボディ１１０ｂは、少なくとも一つの第３端子２００ｃを保持する。メインボデ
ィ１１０ｂは、少なくとも一つの保持孔１１１ｂを有していても良い。実施例１では、複
数の保持孔１１１ｂが、Ｚ－Ｚ’方向に二列でＸ－Ｘ’方向に間隔をあけてメインボディ
１１０ｂに設けられている。各保持孔１１１ｂは、図２Ｄに最も良く示されているように
、メインボディ１１０ｂをＹ－Ｙ’方向に貫通している。保持孔１１１ｂの形は、第３端
子２００ｃの中間部２２０ｃの外形に対応している。第３端子２００ｃの中間部２２０ｃ
が保持孔１１１ｂに保持され、第３端子２００ｃの接触部２１０ｃが保持孔１１１ｂ内に
収容されている。保持孔１１１ｂは、ボディ１００ａの開口１１３ａ３に連通している。
なお、メインボディ１１０ｂ内に少なくとも一つの第３端子２００ｃがインサート成形さ
れていても良い。この場合、保持孔１１１ｂは省略される。
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【００７４】
　メインボディ１１０ｂは、Ｘ方向側の端面と、Ｘ’方向側の端面とを更に有している。
メインボディ１１０ｂのＸ方向の端面及びＸ’方向の端面には、図６Ａ及び図６Ｂに最も
良く示されているように、係合凹部１１２ｂが各々設けられていても良い。
【００７５】
　ボディ１００ｂは、テーブル１２０ｂを更に有していても良い。テーブル１２０ｂは、
メインボディ１１０ｂのＹ’方向の端面からＹ’方向に延びている。テーブル１２０ｂは
、少なくとも一つの第３端子２００ｃのテール２３０ｃを支持し得るものであれば良い。
テーブル１２０ｂは、少なくとも一つの保持溝１２１ｂを有していても良い。保持溝１２
１ｂは、保持孔１１１ｂに連通するようにテーブル１２０ｂに設けられている。保持溝１
２１ｂにテール２３０ｃが収容され、支持されている。実施例１では、図２Ｆに最も良く
示されているように、テーブル１２０ｂのＺ方向の面に複数の保持溝１２１ｂがＸ－Ｘ’
方向に間隔をあけて設けられ、テーブル１２０ｂのＺ’方向の面に複数の保持溝１２１ｂ
がＸ－Ｘ’方向に間隔をあけて設けられている。
【００７６】
　第３シェル４００ｃは、図６Ａ及び図６Ｂに最も良く示されているように、一枚の金属
板プレス成形されることによって作成されたものである。第３シェル４００ｃは、シェル
本体４１０ｃと、第３保持板４２０ｃとを有している。シェル本体４１０ｃは、Ｙ－Ｙ’
方向に延びた筒であって、第１シェル４００ａの第１内板４４０ａと第２内板４５０ａと
の間に配置されている（図２Ｇ参照）。シェル本体４１０ｃは、Ｚ’方向側の第１板４１
１ｃと、Ｘ方向側の第２板４１２ｃと、Ｘ’方向側の第３板４１３ｃと、Ｚ方向側の第４
板４１４ｃとを有している。第１板４１１ｃは、第１内板４４０ａと第２内板４５０ａと
の間又は第１ベース４１０ａと第２ベース４２０ａとの間に配置されている。実施例１で
は、第１ベース４１０ａと第２ベース４２０ａとの間に配置されている。第１板４１１ｃ
は、Ｘ方向側の端と、Ｘ’方向側の端と、Ｙ’方向の端とを有している。第４板４１４ｃ
は、第１シェル４００ａの中央板４３０ａにＺ’方向側から当接又はＺ－Ｚ’方向に間隙
を有して対向配置されている。実施例１では、第４板４１４ｃは中央板４３０ａに当接し
ている（面接触している）。第４板４１４ｃは中央板４３０ａに係合する構成とすること
が可能である。第４板４１４ｃは、Ｘ方向側の端と、Ｘ’方向側の端とを有している。第
２板４１２ｃは、第１板４１１ｃのＸ方向側の端と、第４板４１４ｃのＸ方向側の端とを
一体的に連結している。第２板４１２ｃは、第１シェル４００ａの第１内板４４０ａに当
接又は間隙を有して対向配置されている。実施例１では、第２板４１２ｃは第１内板４４
０ａに当接している（面接触している）。第２板４１２ｃは第１内板４４０ａに係合する
構成とすることが可能である。第３板４１３ｃは、第１板４１１ｃのＸ’方向側の端と、
第４板４１４ｃのＸ’方向側の端とを一体的に連結している。第３板４１３ｃは、第１シ
ェル４００ａの第２内板４５０ａに当接又は間隙を有して対向配置されている。実施例１
では、第３板４１３ｃは第２内板４５０ａに当接している。第３板４１３ｃは第２内板４
５０ａに係合する構成とすることが可能である。第２板４１２ｃは、Ｙ方向の端を更に有
し、第３板４１３ｃは、Ｙ方向の端を有していても良い。
【００７７】
　第３保持板４２０ｃは、第１板４１１ｃに設けられている。第３保持板４２０ｃは、第
１シェル４００ａの第１保持板４６０ａと第２保持板４７０ａとの間に配置されている（
図２Ｈ参照）。第３保持板４２０ｃは、幹部４２１ｃと、保持板本体４２２ｃとを有して
いる。幹部４２１ｃは、第１板４１１ｃのＹ’方向の端からＹ’方向に延びた板である。
保持板本体４２２ｃは、幹部４２１ｃのＹ’方向の端に一体的に連接された板である。平
面展開された保持板本体４２２ｃのＸ－Ｘ’方向の寸法は、幹部４２１ｃのＸ－Ｘ’方向
の寸法よりも大きい。
【００７８】
　第３シェル４００ｃは、一対のシールド板４３０ｃ（一方のシールド板４３０ｃ及び他
方のシールド板４３０ｃ）を更に有していても良い。一方のシールド板４３０ｃは、第２
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板４１２ｃのＹ方向の端からＹ方向に延びた板である。他方のシールド板４３０ｃは、第
３板４１３ｃのＹ方向の端からＹ方向に延びた板である。シールド板４３０ｃの先端部（
Ｙ方向側の端部）は、少なくともボディ１００ｂのメインボディ１１０ｂのＸ方向の端面
及びＸ’方向の端面に当接していると良い。シールド板４３０ｃの先端部はメインボディ
１１０ｂと共に、ボディ１００ａの収容部１１３ａ２に収容されている。一方のシールド
板４３０ｃは、図２Ｅ及び図２Ｆに示されるように、第１端子２００ａと第３端子２００
ｃとの間に配置され、他方のシールド板４３０ｃが第２端子２００ｂと第３端子２００ｃ
との間に配置されている。実施例１では、シールド板４３０ｃの先端部（Ｙ方向側の端部
）がボディ１００ｂのメインボディ１１０ｂの係合凹部１１２ｂに各々係合され、メイン
ボディ１１０ｂのＸ方向の端面及びＸ’方向の端面に当接している。このため、シールド
板４３０ｃの先端部の外形がボディ１００ｂのメインボディ１１０ｂの係合凹部１１２ｂ
の形に各々対応している。
【００７９】
　第２シェル４００ｂは、第７係合部を更に有していても良い。第３シェル４００ｃは第
８係合部を更に有していても良い。第７係合部及び第８係合部の何れか一方が係合突部を
有し、他方が係合突部を係合する係合孔を有する構成とすることが可能である。
【００８０】
　実施例１では、図４Ｂに最も良く示されているように、第２シェル４００ｂのシェル本
体４１０ｂの第１板に、一対の第７係合部４７０ｂが設けられている。第７係合部４７０
ｂは、シェル本体４１０ｂの第１板の一部がカットされ、第１板からＺ’方向側に延びる
ように折り曲げられた板状の係合突部を有する構成とすることが可能である。この場合、
第３シェル４００ｃは、第８係合部４４０ｃを有している。第８係合部４４０ｃは、係合
板と、係合孔とを有している。第８係合部４４０ｃの係合板は、シェル本体４１０ｃの第
１板４１１ｃのＹ方向の端からＹ方向に延びている。第８係合部４４０ｃの係合孔は、係
合板に設けられている。第７係合部４７０ｂの係合突部が、図３Ｂに示されるように、第
８係合部４４０ｃの係合孔にＺ方向側から係合されている。
【００８１】
　なお、第８係合部は、係合孔に代えて、係合板に設けられた係合突部を有していても良
い。第７係合部は、シェル本体４１０ｂの第１板に設けられており且つ第８係合部の係合
突部を係合する係合孔を有していても良い。
【００８２】
　第３シェル４００ｃは、第９係合部を更に有していても良い。第９係合部は、第１シェ
ル４００ａの中央板４３０ａに係合する構成であれば良い。実施例１では、シェル本体４
１０ｃの第４板４１４ｃに、第９係合部４５０ｃが設けられている。第９係合部４５０ｃ
は、係合板と、係合突部とを有している。第９係合部４５０ｃの係合板は、第４板４１４
ｃのＹ方向の端からＹ方向に延びている。第９係合部４５０ｃの係合突部は、係合板の一
部がカットされ、係合板からＺ方向側に延びるように折り曲げられた板である。第９係合
部４５０ｃの係合突部は、第１シェル４００ａの中央板４３０ａのＹ方向側の端に係合さ
れるようになっている。
【００８３】
　第１シェル４００ａが第１０係合部を更に有しても良い。第９係合部及び第１０係合部
の何れか一方が係合突部を有し、他方が係合突部を係合する係合孔を有する構成とするこ
とが可能である。
【００８４】
　第３ケーブル３００ｃは、外側絶縁体３１０ｃと、図示しないシールド導体と、少なく
とも一つの伝送線３２０ｃとを有している。外側絶縁体３１０ｃは筒状のシースである。
シールド導体は、筒状の編組導線又は螺旋状に巻かれた金属箔製のテープであって、外側
絶縁体３１０ｃ内に配置されている。伝送線３２０ｃはシールド導体内に配置されている
。外側絶縁体３１０ｃのＹ方向側の端部はカットされ、シールド導体のＹ方向側の端部が
露出している。露出したシールド導体に第３シェル４００ｃの第３保持板４２０ｃの保持
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板本体４２２ｃが巻き付けられ且つ電気的に接続されている（図２Ａ～図２Ｂ、図２Ｄ、
図２Ｈ、図３Ａ及び図３Ｂ参照）。伝送線３２０ｃのＹ方向側の端部はシールド導体から
Ｙ方向に突出している。伝送線３２０ｃの突出した部分（以下、突出部と称する）の先端
がカットされ、伝送線３２０ｃ内部の芯線が露出している。伝送線３２０ｃの突出部が第
３シェル４００ｃのシェル本体４１０ｃを挿通し、伝送線３２０ａの芯線が第３端子２０
０ｃのテール２３０ｃに電気的に接続されている。実施例１では、四本の伝送線３２０ｃ
の芯線が四つの第３端子２００ｃのテール２３０ｃに各々接続されている。なお、図２Ａ
～図２Ｂ、図２Ｄ、図２Ｇ及び図２Ｈでは、第３ケーブル３００ｃの断面の外形線のみが
表されている。図６Ａ及び図６Ｂでは、保持板本体４２２ｃは、シールド導体に巻き付け
られる前の状態で表されている。
【００８５】
　第３シェル４００ｃは、第３カバー４６０ｃを更に有していても良い。第３カバー４６
０ｃは、第３シェル４００ｃのシェル本体４１０ｃの第４板４１４ｃに設けられている。
第３カバー４６０ｃは、基部４６１ｃと、カバー本体４６２ｃとを有している。基部４６
１ｃは、第４板４１４ｃのＹ’方向の端からＹ’方向に延びた板である。カバー本体４６
２ｃは、基部４６１ｃのＹ’方向の端に一体的に連接された円弧状の板である。カバー本
体４６２ｃが第３ケーブル３００ｃの露出したシールド導体を部分的に覆っている。第３
シェル４００ｃは、第３カバー４６０ｃを有する場合、第３シェル４００ｃの第３保持板
４２０ｃは、カバー本体４６２ｃ及び第３ケーブル３００ｃの露出したシールド導体に巻
き付けられるように、湾曲させられている。
【００８６】
　コネクタＣは、図１Ａ～図２Ｈに示されているように、アウターケース５００を更に備
えていても良い。アウターケース５００は、絶縁樹脂で構成されている。アウターケース
５００は、前部及び後部を有している。アウターケース５００は、第１収容部５１０と、
第２収容部５２０とを更に有している。第１収容部５１０は、アウターケース５００の前
部に設けられており且つＹ方向に開口した孔である。第１収容部５１０の形は、第２シェ
ル４００ｂのシェル本体４１０ｂの外形に対応している。第１収容部５１０内にシェル本
体４１０ｃ、第３シェル４００ｃのシールド板４３０ｃ、ボディ１００ａ、ボディ１００
ｂ、第１端子２００ａ、第２端子２００ｂ及び第３端子２００ｃが収容されている。第２
収容部５２０は、第１収容部５１０に連通するようにアウターケース５００の後部に設け
られており且つＹ’方向に開口した孔である。第２収容部５２０の形は、組み合わせられ
た閉塞部４２０ｂと第１シェル４００ａとの外形に対応している。第２収容部５２０内に
閉塞部４２０ｂ、第１シェル４００ａ、第３シェル４００ｃのシールド板４３０ｃ以外の
部分、第１ケーブル３００ａのＹ方向側の端部、第２ケーブル３００ｂのＹ方向側の端部
、及び第３ケーブル３００ｃのＹ方向側の端部が収容されている。
【００８７】
　コネクタＣは、キャップ６００を更に備えていても良い。キャップ６００は、絶縁樹脂
で構成されている。キャップ６００は、アウターケース５００の第２収容部５２０をＹ’
方向側から閉塞するように、第２収容部５２０内に嵌合している。キャップ６００は、第
１シェル４００ａ及び第３シェル４００ｃのＹ’方向側に位置している。キャップ６００
には、３つの保持溝６１０が設けられている。保持溝６１０が第１ケーブル３００ａ、第
２ケーブル３００ｂ及び第３ケーブル３００ｃを各々部分的に保持している。
【００８８】
　以下、実施例１のコネクタＣの組み立て手順について詳しく説明する。第１ユニットＣ
１及び第２ユニットＣ２を各々組み立てる。
【００８９】
　以下、第１ユニットＣ１の組み立て手順について詳しく説明する。ボディ１００ａ、第
１端子２００ａ及び第２端子２００ｂを用意する。第１端子２００ａをボディ１００ａの
保持孔１１１ａ１内にＹ’方向側から各々挿入する。これにより、第１端子２００ａの中
間部２２０ａ及び接触部２１０ａがボディ１００ａの保持孔１１１ａ１内に収容され、第
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１端子２００ａのテール２３０ａがボディ１００ａの保持溝１２１ａに収容される。第２
端子２００ｂをボディ１００ａの保持孔１１２ａ１内にＹ’方向側から各々挿入する。こ
れにより、第１端子２００ａの中間部２２０ａ及び接触部２１０ａがボディ１００ａの保
持孔１１２ａ１内に収容され、第２端子２００ｂのテール２３０ｂがボディ１００ａの保
持溝１３１ａに収容される。このようにして第１端子２００ａ及び第２端子２００ｂがボ
ディ１００ａに保持される。
【００９０】
　その後、第１ケーブル３００ａ及び第２ケーブル３００ｂを用意する。第１ケーブル３
００ａ及び第２ケーブル３００ｂのＹ方向側の端部は、上記の通り加工されている。第１
ケーブル３００ａの伝送線３２０ａの芯線をＺ’方向側の第１端子２００ａのテール２３
０ａに各々半田接続させる。第２ケーブル３００ｂの伝送線３２０ｂの芯線をＺ’方向側
の第２端子２００ｂのテール２３０ｂに各々半田接続させる。
【００９１】
　その後、第２シェル４００ｂを用意する。第２シェル４００ｂのシェル本体４１０ｂ内
にボディ１００ｂをＹ’方向側から嵌合させる。これにより、ボディ１００ｂ、第１端子
２００ａ及び第２端子２００ｂがシェル本体４１０ｂ内に配置される。これと共に、第２
シェル４００ｂの第１カバー４４０ｂを第１ケーブル３００ａの露出したシールド導体に
接触させる。第２シェル４００ｂの第２カバー４５０ｂを第２ケーブル３００ｂの露出し
たシールド導体に接触させる。
【００９２】
　その後、第１シェル４００ａを用意する。第１シェル４００ａを第２シェル４００ｂに
Ｚ’方向側から取り付ける。この取り付け時に１）～６）の通りとなる。１）第１ケーブ
ル３００ａの伝送線３２０ａの突出部が、第１シェル４００ａの第１収容空間及び第１間
隙を挿通するように配置される。第２ケーブル３００ｂの伝送線３２０ｂの突出部が、第
１シェル４００ａの第２収容空間及び第２間隙を挿通するように配置される。２）第１シ
ェル４００ａの第１保持板４６０ａが第１ケーブル３００ａの露出したシールド導体に対
向配置される。第１シェル４００ａの第２保持板４７０ａが第２ケーブル３００ｂの露出
したシールド導体に対向配置される。３）第１シェル４００ａの中央板４３０ａ、第１外
板４８０ａ及び第２外板４９０ａが第２シェル４００ｂの閉塞部４２０ｂにＺ’方向側か
ら当接し、閉塞部４２０ｂが第１シェル４００ａの第１収容空間及び第２収容空間をＺ方
向側から塞ぐ。４）第１シェル４００ａの第１係合部４４１ａがＺ’方向側から閉塞部４
２０ｂの第２係合部４２４ｂに係合され、第１シェル４００ａの第１係合部４５１ａがＺ
’方向側から閉塞部４２０ｂの第２係合部４２５ｂに係合される。５）第１シェル４００
ａの第３係合部４８３ａ及び第３係合部４９３ａが、第２シェル４００ｂの第４係合部４
３０ｂの係合孔に各々係合される。６）第２シェル４００ｂの第６係合部４６０ｂの係合
突部がＺ方向側から第１シェル４００ａの第１ベース４１０ａの第５係合部４１４ａ及び
第２ベース４２０ａの第５係合部４２４ａの係合孔に各々係合される。
【００９３】
　その後、第１シェル４００ａの第１保持板４６０ａを湾曲させ、第２シェル４００ｂの
第１カバー４４０ｂ及び第１ケーブル３００ａの露出したシールド導体に巻き付ける。第
１保持板４６０ａがかしめられ、第１ケーブル３００ａに固定される。第１シェル４００
ａの第２保持板４７０ａを湾曲させ、第２シェル４００ｂの第２カバー４５０ｂ及び第３
ケーブル３００ｃの露出したシールド導体に巻き付ける。第２保持板４７０ａがかしめら
れ、第２ケーブル３００ｂに固定される。このように第１保持板４６０ａ及び第２保持板
４７０ａは、第３保持板４２０ｃに干渉されることなく、かしめることができる。以上の
ように、第１シェル４００ａが第２シェル４００ｂに取り付けられ、第１ユニットＣ１が
組み立てられる。
【００９４】
　以下、第２ユニットＣ２の組み立て手順について詳しく説明する。ボディ１００ｂ及び
第３端子２００ｃを容易する。第３端子２００ｃをボディ１００ｂの保持孔１１１ｂ内に
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Ｙ’方向側から各々挿入する。これにより、第３端子２００ｃの中間部２２０ｃ及び接触
部２１０ｃがボディ１００ｂの保持孔１１１ｂ内に収容され、第３端子２００ｃのテール
２３０ｃがボディ１００ｂの保持溝１２１ｃに収容される。このようにして第３端子２０
０ｃがボディ１００ｂに保持される。
【００９５】
　その後、第３ケーブル３００ｃを用意する。第３ケーブル３００ｃのＹ方向側の端部は
、上記の通り加工されている。第３ケーブル３００ｃの伝送線３２０ｃの芯線を第３端子
２００ｃのテール２３０ｃに各々半田接続させる。
【００９６】
　その後、第３シェル４００ｃを用意する。この第３シェル４００ｃは、シェル本体４１
０ｃが平面展開された状態である。第３シェル４００ｃのＸ’方向側のシールド板４３０
ｃをボディ１００ｂのＸ’方向側の係合凹部１１２ｂに係合させる。その後、第３シェル
４００ｃのシェル４００ｃを筒状に成形する。この成形時に７）～１０）の通りとなる。
７）第３シェル４００ｃのＸ方向側のシールド板４３０ｃがボディ１００ｂのＸ方向側の
係合凹部１１２ｂに係合される。８）第３ケーブル３００ｃの伝送線３２０ｃがシェル本
体４１０ｃ内を挿通するように配置される。９）第３シェル４００ｃの第３カバー４６０
ｃが、第３ケーブル３００ｃの露出したシールド導体に接触する。１０）第３シェル４０
０ｃの第３保持板４２０ｃが第３ケーブル３００ｃの露出したシールド導体に対向配置さ
れる。
【００９７】
　その後、第３シェル４００ｃの第３保持板４２０ｃを湾曲させ、第３シェル４００ｃの
第３カバー４６０ｃ及び第３ケーブル３００ｃの露出したシールド導体に巻き付ける。第
３シェル４００ｃの第３保持板４２０ｃがかしめられ、第３ケーブル３００ｃに固定され
る。以上のように、第２ユニットＣ２が組み立てられる。このように第３保持板４２０ｃ
は、第１保持板４６０ａ及び第２保持板４７０ａに干渉されることなく、かしめることが
できる。
【００９８】
　以下、第２ユニットＣ２を第１ユニットＣ１に取り付ける手順について詳しく説明する
。第２ユニットＣ２のボディ１００ｂ、第３端子２００ｃ及び第３ケーブル３００ｃの一
対のシールド板４３０ｃの先端部を、第１ユニットＣ１のボディ１００ｂの収容部１１３
ａ２内に嵌合させる。この勘合時に１１）～１５）の通りとなる。１１）シールド板４３
０ｃの先端部が、第１端子２００ａと第３端子２００ｃとの間及び第２端子２００ｂと第
３端子２００ｃとの間に各々配置される。１２）ボディ１００ｂ、第３端子２００ｃ及び
第３ケーブル３００ｃの一対のシールド板４３０ｃの先端部が第１ユニットＣ１の第２シ
ェル４００ｂのシェル本体４１０ｂ内に配置される。１３）第３シェル４００ｃの第３保
持板４２０ｃが第１シェル４００ａの第１保持板４６０ａと第２保持板４７０ａとの間に
配置される。１４）第２シェル４００ｂの第７係合部４７０ｂの係合突部が、第３シェル
４００ｃの第８係合部４４０ｃの係合孔に係合される。１５）第３シェル４００ｃの第９
係合部４５０ｃは、第１シェル４００ａの中央板４３０ａのＹ方向側の端に係合される。
このようにして第２ユニットＣ２が第１ユニットＣ１に取り付けられる。
【００９９】
　その後、キャップ６００を用意する。キャップ６００の保持溝６１０に、第１ケーブル
３００ａ、第２ケーブル３００ｂ及び第３ケーブル３００ｃを各々保持させる。その後、
アウターケース５００を用意する。アウターケース５００内に、組み合わせられた第２ユ
ニットＣ２及び第１ユニットＣ１（第１ケーブル３００ａ、第２ケーブル３００ｂ及び第
３ケーブル３００ｃのＹ方向側の端部以外の部分を除く。）を収容させる。アウターケー
ス５００内に、キャップ６００を嵌合させる。以上の通り、コネクタＣが組み立てられる
。
【０１００】
　上記した態様のコネクタＣは、以下の技術的特徴を有している。第１に、第１シェル４
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００ａの立体状態のＸ－Ｘ’方向の寸法が低減される。その理由は以下の通りである。第
１シェル４００ａは、立体状態で、中央板４３０ａが第１ベース４１０ａ及び第２ベース
４２０ａのＺ方向側に配置され、第１内板４４０ａが第１ベース４１０ａの第１端４１１
ａから中央板４３０ａの第１端４３１ａへ延び、第２内板４５０ａが第２ベース４２０ａ
の第１端４２１ａから中央板４３０ａの第２端４３２ａへ延びている。この構成が、第１
ベース４１０ａ及び第２ベース４２０ａのＸ－Ｘ’方向の間隔を低減するので、第１シェ
ル４００ａの立体状態のＸ－Ｘ’方向の寸法が低減され且つコネクタＣのＸ－Ｘ’方向の
寸法が低減される。
【０１０１】
　第２に、第１シェル４００ａが平面展開された状態で、第１保持板４６０ａと第２保持
板４７０ａとのＸ－Ｘ’方向の間隔を大きくすることができる。第１シェル４００ａが平
面展開された状態で、中央板４３０ａ、第１内板４４０ａ、第２内板４５０ａ、第１ベー
ス４１０ａ及び第２ベース４２０ａがＸ－Ｘ’方向に並ぶ。このため、第１ベース４１０
ａと第２ベース４２０ａとのＸ－Ｘ’方向の間隔が、中央板４３０ａ、第１内板４４０ａ
及び第２内板４５０ａのＸ－Ｘ’方向の寸法の和の分だけ離れる。よって、第１ベース４
１０ａに一体的に連接された第１保持板４６０ａと、第２ベース４２０ａに一体的に連接
された第２保持板４７０ａとのＸ－Ｘ’方向の間隔を大きく離すことができる。よって、
一枚の金属板がプレス成形され、第１シェル４００ａが作成されるときに、第１ベース４
１０ａ及び第２ベース４２０ａを作成し易くなる。
【０１０２】
　第３に、第２ユニットＣ２の存在がコネクタＣのＸ－Ｘ’方向の寸法を増大させない。
その理由は以下の通りである。第２ユニットＣ２のボディ１００ｂが第１ユニットＣ１の
ボディ１００ａの収容部１１３ａ２に収容され、第２ユニットＣ２の第３シェル４００ｃ
のシェル本体４１０ｃが第１ユニットＣ１の第１シェル４００ａの第１内板４４０ａと第
２内板４５０ａとの間に配置され、第３シェル４００ｃの第３保持板４２０ｃが、第１シ
ェル４００ａの第１保持板４６０ａと第２保持板４７０ａとの間に配置されている。よっ
て、第２ユニットＣ２を第１ユニットＣ１に取り付けても、コネクタＣのＸ－Ｘ’方向の
寸法が増大しない。
【０１０３】
　第４に、コネクタＣのシールドケースＳの強度を向上させることができる。なぜなら、
第３シェル４００ｃのシェル本体４１０ｃが、第１シェル４００ａの中央板４３０ａ、第
１内板４４０ａ及び第２内板４５０ａに内側から当接し、中央板４３０ａ、第１内板４４
０ａ及び第２内板４５０ａ内に嵌合している（嵌合構造）からである。しかも、第１シェ
ル４００ａ、第２シェル４００ｂ及び第３シェル４００ｃが、上記の通り、互いに係合し
ている。仮に、第１ケーブル３００ａ、第２ケーブル３００ｂ及び／又は第３ケーブル３
００ｃがＸ－Ｘ’方向にこじられたことにより生じた負荷が、上記嵌合構造で分散される
。
【０１０４】
　第５に、コネクタＣの部品点数が低減される。第１端子２００ａ及び第２端子２００ｂ
が一つのボディ１００ａに保持されている。このボディ１００ａと、第３端子２００ｃを
保持するボディ１００ｂは、一つの第２シェル４００ｂのシェル本体４１０ｂ内に収容さ
れている。よって、第１端子２００ａ、第２端子２００ｂ及び第３端子２００ｃを異なる
ボディに保持させ、その各ボディが各々シェル内に収容されるコネクタに比べて、コネク
タＣの部品点数が低減される。
【０１０５】
　第６に、第１シェル４００ａと第２シェル４００ｂとのＸ－Ｘ’方向の相対的なずれを
防ぐことができる。第１シェル４００ａの第１係合部４４１ａが第２シェル４００ｂの第
２係合部４２４ｂに係合され、第１シェル４００ａの第１係合部４５１ａが第２シェル４
００ｂの第２係合部４２５ｂに係合される一方で、第１シェル４００ａ第３係合部４８３
ａ及び第３係合部４９３ａが、第２シェル４００ｂの第４係合部４３０ｂの係合孔に各々
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係合されるからである。
【０１０６】
　なお、上記したシールドケース及びコネクタは、上記実施例に限定されるものではなく
、特許請求の範囲の記載範囲において任意に設計変更することが可能である。以下、詳し
く述べる。
【０１０７】
　本発明のシールドケースは、少なくとも上記した何れかの態様又は後記する第１シェル
を備えている限り任意に設計変更することが可能である。本発明のシールドケースの第１
シェルは、上記した何れかの態様の第１ベース、第２ベース、中央板、第１内板、第２内
板、第１保持板及び第２保持板を有している限り任意に設計変更することが可能である。
例えば、第１シェルは、Ｘ－Ｘ’方向で隣り合う複数のシェル部を有する構成とすること
が可能である。この場合、隣り合う二つのシェル部は、上記した何れかの態様の第１ベー
スを共用し、且つ中央板、第２内板、第１保持板及び第２保持板を各々有している。一方
のシェル部の第１内板が共用の第１ベースのＸ方向の端から一方のシェル部の中央板のＸ
’方向の端へ延びている。他方のシェル部の第１内板が共用の第１ベースのＸ’方向の端
から他方のシェル部の中央板のＸ方向の端へ延びている。これ以外は、各シェル部は、上
記した何れかの態様の第１シェルと同じ構成とすることが可能である。なお、本発明のシ
ールドケースの第１シェルの第１外板、第２外板、第１係合部、第３係合部、第５係合部
及び／又は第１０係合部は省略可能である。
【０１０８】
　本発明のシールドケースは、少なくとも上記した何れかの態様の第１シェル及び閉塞部
を備えた構成とすることが可能である。この場合、第２シェルのシェル本体は省略される
。又は、本発明のシールドケースは、少なくとも上記した何れかの態様の第１シェル及び
第２シェルのシェル本体を備えた構成とすることが可能である。この場合、第２シェルの
閉塞部は省略される。本発明の第２シェルのシェル本体は、第１シェルのＹ方向側又はＹ
’方向側に配置することが可能である。本発明のシールドケースの第２シェル又は閉塞板
は、金属板がプレス成形されて作成されるものに限定されない。例えば、本発明のシール
ドケースの第２シェル又は閉塞板は、鋳造法で作成された金属板で構成されていても良い
。なお、本発明のシールドケースの第２シェルの第２係合部、第４係合部、第１カバー、
第２カバー、第６係合部、及び／又は第７係合部は省略可能である。
【０１０９】
　本発明のシールドケースの第３シェルは省略可能である。第３シェルが省略される場合
、上記した何れかの態様の第１シェルの第１内板と第２内板との間に第３ケーブルの伝送
線の突出部が挿通されるようにすると良い。本発明のシールドケースの第３シェルは、上
記した何れかの態様の第３シェルの第１板及び第３保持板を有する構成とすることが可能
である。この場合、第３シェルのシェル本体の第２～第４板は省略される。また、本発明
のシールドケースの第３シェルのシェル本体は、上記した何れかの態様の第３シェルの第
１板、第２板及び第３板を有する構成とすることが可能である。この場合、第３シェルの
シェル本体の第４板は省略される。本発明のシールドケースの第３シェルは、金属板がプ
レス成形されて作成されるものに限定されない。例えば、本発明のシールドケースの第３
シェル又は閉塞板は、鋳造法で作成された金属板で構成されていても良い。なお、本発明
のシールドケースの第３シェルのシールド板、第８係合部、第９係合部、及び／又は第３
カバーは省略可能である。本発明の第３カバーは、上記した何れかの態様の閉塞部に設け
られていても良い。
【０１１０】
　本発明の第１ケーブルは、上記した何れかの態様の第１端子に電気的に接続されていれ
ばと良い。例えば、第１ケーブルは、第１端子に基板、ケーブルやピン等の接続手段を介
して電気的に接続されていても良い。本発明の第２ケーブルは、上記した何れかの態様の
第２端子に電気的に接続されていればと良い。例えば、第２ケーブルは、第２端子に基板
、ケーブルやピン等の接続手段を介して電気的に接続されていても良い。本発明の第３ケ
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ーブルは、上記した何れかの態様の第３端子に電気的に接続されていればと良い。例えば
、第３ケーブルは、第３端子に基板、ケーブルやピン等の接続手段を介して電気的に接続
されていても良い。
【０１１１】
　本発明のコネクタは、上記した何れかの態様の第１端子、第２端子、シールドケース、
第１ケーブル及び第２ケーブルを備えている限り任意に設計変更することが可能である。
本発明のコネクタは、上記した何れかの態様の第１端子を保持する第１ボディと、上記し
た何れかの態様の第２端子を保持する第２ボディとを更に備えた構成とすることが可能で
ある。この場合、第２ユニットは省略可能である。本発明のコネクタは、上記した何れか
の態様の第１端子を保持する第１ボディと、上記した何れかの態様の第２端子を保持する
第２ボディと、上記した何れかの態様の第３端子を保持する第３ボディとを更に備えた構
成とすることが可能である。本発明のコネクタは、上記した何れかの態様の第１端子及び
第２端子を保持する第１ボディと、上記した何れかの態様の第３端子を保持する第３ボデ
ィとを更に備えた構成とすることが可能である。本発明のコネクタは、上記した何れかの
態様の第１端子、第２端子及び第３端子を保持する第１ボディを更に備えた構成とするこ
とが可能である。
【０１１２】
　上記した何れかの態様の第１ボディは、上記した何れかの態様の第１シェルの第１ベー
ス上に配置されていても良いし、上記した何れかの態様の第２シェルに収容されていても
良い。前者の場合、第２シェルのシェル本体は省略されると良い。
【０１１３】
　上記した何れかの態様の第２ボディは、上記した何れかの態様の第１シェルの第２ベー
ス上に配置されていても良いし、上記した何れかの態様の第２シェルに収容されていても
良い。前者の場合、第２シェルのシェル本体は省略されると良い。
【０１１４】
　上記した何れかの態様の第３ボディは、上記した何れかの態様の第１シェルの第１内板
と第２内板との間に配置されていても良いし、上記した何れかの態様の第３シェルの第１
板上に配置されていても良いし、上記した何れかの態様の第２シェルに収容されていても
良い。前２者の場合、第２シェルのシェル本体は省略されると良い。
【０１１５】
　本発明のコネクタのアウターケース及び／又はキャップは省略可能である。
【０１１６】
　なお、上記実施例及び設計変形例におけるシールドケース及びコネクタの各構成要素を
構成する素材、形状、寸法、数及び配置等はその一例を説明したものであって、同様の機
能を実現し得る限り任意に設計変更することが可能である。上述した実施例及び設計変更
例は、互いに矛盾しない限り、相互に組み合わせることが可能である。本発明の第１方向
（Ｘ－Ｘ’方向を含む。）は、本発明の第１シェルの第１ベースと第２ベースの並び方向
に相当する限り任意に設定することができる。本発明の第２方向（Ｙ－Ｙ’方向を含む。
）は、第１方向に交差する限り任意に設定することができる。本発明の第３方向（Ｚ－Ｚ
’方向を含む。）は、第１方向及び第２方向に交差する限り任意に設定することができる
。
【符号の説明】
【０１１７】
　Ｃ：コネクタ
　　Ｃ１：第１ユニット
　　　１００ａ：ボディ（第１ボディ）
　　　　１１０ａ：メインボディ
　　　　　１１１ａ：第１保持部
　　　　　　１１１ａ１：保持孔
　　　　　１１２ａ：第２保持部
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　　　　　　１１２ａ１：保持孔
　　　　　１１３ａ：連結部
　　　　　　１１３ａ１：フロントパネル
　　　　　　１１３ａ２：収容部
　　　　　　１１３ａ３：開口
　　　　１２０ａ：第１テーブル
　　　　　１２１ａ：保持溝
　　　　１３０ａ：第２テーブル
　　　　　１３１ａ：保持溝
　　　２００ａ：第１端子
　　　　２１０ａ：接触部
　　　　　２１１ａ：アーム
　　　　２２０ａ：中間部
　　　　　２２１ａ：第１板
　　　　　２２２ａ：第２板
　　　　　２２３ａ：連結板
　　　　２３０ａ：テール
　　　２００ｂ：第２端子
　　　　２１０ｂ：接触部
　　　　２２０ｂ：中間部
　　　　２３０ｂ：テール
　　　３００ａ：第１ケーブル
　　　　３１０ａ：外側絶縁体
　　　　３２０ａ：伝送線
　　　３００ｂ：第２ケーブル
　　　　３１０ｂ：外側絶縁体
　　　　３２０ｂ：伝送線
　　　４００ａ：第１シェル
　　　　４１０ａ：第１ベース
　　　　　４１１ａ：第１端
　　　　　４１２ａ：第２端
　　　　　４１３ａ：第３端
　　　　　４１４ａ：第５係合部
　　　　４２０ａ：第２ベース
　　　　　４２１ａ：第１端
　　　　　４２２ａ：第２端
　　　　　４２３ａ：第３端
　　　　　４２４ａ：第５係合部
　　　　４３０ａ：中央板
　　　　　４３１ａ：第１端
　　　　　４３２ａ：第２端
　　　　４４０ａ：第１内板
　　　　　４４１ａ：第１係合部
　　　　４５０ａ：第２内板
　　　　　４５１ａ：第１係合部
　　　　４６０ａ：第１保持板
　　　　　４６１ａ：幹部
　　　　　４６２ａ：保持板本体
　　　　４７０ａ：第２保持板
　　　　　４７１ａ：幹部
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　　　　　４７２ａ：保持板本体
　　　　４８０ａ：第１外板
　　　　　４８１ａ：外板本体
　　　　　４８２ａ：延長板
　　　　　４８３ａ：第３係合部
　　　　４９０ａ：第２外板
　　　　　４９１ａ：外板本体
　　　　　４９２ａ：延長板
　　　　　４９３ａ：第３係合部
　　　４００ｂ：第２シェル
　　　　４１０ｂ：シェル本体
　　　　　４２０ｂ：閉塞部
　　　　　４２１ｂ：中央部
　　　　　４２２ｂ：第１対向部
　　　　　４２３ｂ：第２対向部
　　　　　４２４ｂ：第２係合部
　　　　　４２５ｂ：第２係合部
　　　　４３０ｂ：第４係合部
　　　　４４０ｂ：第１カバー
　　　　　４４１ｂ：基部
　　　　　４４２ｂ：カバー本体
　　　　　４５０ｂ：第２カバー
　　　　　４５１ｂ：基部
　　　　　４５２ｂ：カバー本体
　　　　４６０ｂ：第６係合部
　　　　４７０ｂ：第７係合部
　　Ｃ２：第２ユニット
　　　１００ｂ：ボディ（第３ボディ）
　　　　１１０ｂ：メインボディ
　　　　　１１１ｂ：保持孔
　　　　　１１２ｂ：係合凹部
　　　　１２０ｂ：テーブル
　　　　　１２１ｂ：保持溝
　　　２００ｃ：第３端子
　　　　２１０ｃ：接触部
　　　　２２０ｃ：中間部
　　　　２３０ｃ：テール
　　　３００ｃ：第３ケーブル
　　　　３１０ｃ：外側絶縁体
　　　　３２０ｃ：伝送線
　　　４００ｃ：第３シェル
　　　　４１０ｃ：シェル本体
　　　　　４１１ｃ：第１板
　　　　　４１２ｃ：第２板
　　　　　４１３ｃ：第３板
　　　　　４１４ｃ：第４板
　　　　４２０ｃ：保持板
　　　　　４２１ｃ：幹部
　　　　　４２２ｃ：保持板本体
　　　　４３０ｃ：シールド板
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　　　　４４０ｃ：第８係合部
　　　　４５０ｃ：第９係合部
　　　　４６０ｃ：第３カバー
　　　　　４６１ｃ：基部
　　　　　４６２ｃ：カバー本体
　　　５００：アウターケース
　　　　５１０：第１収容部
　　　　５２０：第２収容部
　　　６００：キャップ
　　　　６１０：保持溝
　Ｓ：シールドケース

【図１Ａ】 【図１Ｂ】
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【図２Ａ】 【図２Ｂ】

【図２Ｃ】 【図２Ｄ】
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【図２Ｅ】 【図２Ｆ】

【図２Ｇ】 【図２Ｈ】
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【図３Ａ】 【図３Ｂ】

【図４Ａ】 【図４Ｂ】
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【図５】 【図６Ａ】

【図６Ｂ】
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【手続補正書】
【提出日】平成28年7月22日(2016.7.22)
【手続補正１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、シールドケース及びこれを備えたコネクタに関する。
【背景技術】
【０００２】
　下記特許文献１には従来の第１コネクタが記載されている。この第１コネクタは、ハウ
ジングと、シェルと、端子と、複数のケーブルとを有している。シェルはハウジングに保
持されており且つケーブルを第１方向に間隔をあけて保持している。第１方向はシェルの
長手方向である。シェルは、ベースと、複数の保持部とを有している。ベースは、第１方
向に延びた矩形状の板である。保持部は、幹部と、保持部本体とを有している。幹部は、
ベースの第２方向の端から第２方向に延びた板であって、第１方向に間隔をあけて配置さ
れている。第２方向は、シェルの短手方向である。保持部本体は、幹部の先端に設けられ
且つ第１方向に延びた板である。この保持部本体がケーブルの外周に巻き付くように湾曲
させられている。端子は、ハウジングに保持されており且つケーブルの芯線に接続されて
いる。
【０００３】
　この第１コネクタのシェルは、一枚の金属板がプレス成形されることによって、作成さ
れている。この場合、隣り合う保持部は、平面展開された状態で、第１方向に所定の間隔
をあけて配置される必要がある。これが、シェルの第１方向の寸法を増大させている。
【０００４】
　下記特許文献２には、上記第１コネクタの問題を解決し得る従来の第２コネクタが記載
されている。第２コネクタのシェルは、ベースと、保持部とを有している。ベースは、第
１方向に延びた矩形状の板である。この第１方向は、第２コネクタのシェルの長手方向で
ある。保持部は、幹部と、第１保持片と、第２保持片とを有している。幹部は、ベースの
第２方向の端から第２方向に延びた板であって、当該ベースの第１方向に間隔をあけて配
置されている。この第２方向は、第２コネクタのシェルの短手方向である。幹部は、第２
方向の前部及び後部を有している。第１保持片は幹部の後部から第１方向の一方側に延び
ており、第２保持片は幹部の前部から第１方向の他方側に延びている。隣り合う保持部の
うちの一方の保持部の第１保持片と他方の保持部の第２保持片とが第２方向に重なるよう
に配置されている。このため、隣り合う保持部の間隔が小さくなり、シェルの第１方向の
寸法が低減されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２００６－２９４５７２号公報
【特許文献２】特開２００６－５４１０１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかし、第２コネクタは、保持部の第１方向の間隔を所定以上低減させることができな
い。なぜなら、隣り合う保持部が平面展開された状態で、一方の保持部の第１保持片と他
方の保持部の幹部とを切り離すことができる程度に両者間の第１方向の間隔があけられて
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いる必要があるからである。
【０００７】
　本発明は、上記事情に鑑みて創案されたものであって、その目的とするところは、立体
状態で第１方向の寸法を低減することができ、且つ平面展開された状態で、隣り合う保持
板の第１方向の間隔を大きくすることができるシールドケース及びこれを備えたコネクタ
を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明の一態様のシールドケースは、金属板で構成された第１シェルを備えている。第
１シェルは、板状の第１ベース及び第２ベースと、中央板と、第１内板と、第２内板と、
第１保持板と、第２保持板とを有している。第１ベース及び第２ベースは、第１方向に間
隔をあけて隣り合っている。第１ベースは、第２ベース側の第１端と、第２方向の一方側
の第２端とを有している。第２ベースは、第１ベース側の第１端と、第２方向の一方側の
第２端とを有している。第２方向は、第１方向に交差している。中央板は、第１ベース及
び第２ベースの第３方向の一方側に配置されている。中央板は、第１方向の一方側の第１
端と、第１方向の他方側の第２端とを有している。第１内板は、第１ベースの第１端から
中央板の第１端へ第３方向の一方側に延びている。第２内板は、第２ベースの第１端から
中央板の第２端へ第３方向の一方側に延びている。第３方向は、第１方向及び第２方向に
交差している。第１保持板は、第１ベースの第２端に一体的に連接されている。第２保持
板は、第２ベースの第２端に一体的に連接されている。
【０００９】
　このような態様のシールドケースは、以下の技術的特徴を有する。第１に、シールドケ
ースの第１シェルの立体状態の第１方向の寸法が低減される。その理由は以下の通りであ
る。シールドケースの第１シェルは、立体状態で、中央板が第１ベース及び第２ベースの
第３方向の一方側に配置され、第１内板が第１ベースの第１端から中央板の第１端へ第３
方向の一方側に延び、且つ第２内板が第２ベースの第１端から中央板の第２端へ第３方向
の一方側に延びている。この構成が、第１ベースと第２ベースの第１方向の間隔を近づけ
るので、第１シェルの立体状態の第１方向の寸法が低減される。第２に、シールドケース
の第１シェルが平面展開された状態で、第１保持板と第２保持板との間の第１方向の間隔
を大きくすることができる。第１シェルが平面展開された状態で、中央板、第１内板、第
２内板、第１ベース及び第２ベースが第１方向に並ぶ。このため、第１ベースと第２ベー
スとの第１方向の間隔が、中央板、第１内板及び第２内板の第１方向の寸法の和の分だけ
離れる。よって、第１ベースに一体的に連接された第１保持板と、第２ベースに一体的に
連接された第２保持板との第１方向の間隔を大きく離すことができる。よって、一枚の金
属板がプレス成形されて第１シェルが作成されるときに、第１保持板及び第２保持板を作
成し易くなる。
【００１０】
　第１シェルは、第１外板と、第２外板とを更に有する構成とすることが可能である。第
１外板は、第１ベースに設けられており且つ第１内板に対して第１方向の一方側に間隔を
あけて配置された構成とすることが可能である。第２外板は、第２ベースに設けられてお
り且つ第２内板に対して第１方向の他方側に間隔をあけて配置された構成とすることが可
能である。このような態様のシールドケースは、第１収容空間及び第２収容空間が設けら
れている。第１収容空間は、第１ベース、第１内板及び第１外板で区画される。第２収容
空間は、第２ベース、第２内板及び第２外板で区画される。
【００１１】
　上記した何れかの態様のシールドケースは、導電性を有する閉塞部を更に有する構成と
することが可能である。閉塞部は、第１シェルの中央板に当接又は間隙を有して配置され
た構成とすることが可能である。閉塞部は、第１対向部と、第２対向部とを有する構成と
することが可能である。第１対向部は、第１ベースに対して第３方向に間隙を有して対向
配置される構成とすることが可能である。第２対向部は、第２ベースに対して第３方向に
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間隙を有して対向配置される構成とすることが可能である。このような態様のシールドケ
ースは、第１収容空間及び第２収容空間が設けられている。第１収容空間は、第１ベース
、第１内板及び第１対向部で区画される。第２収容空間は、第２ベース、第２内板及び第
１対向部で区画される。
【００１２】
　第１シェルは、第１係合部を更に有する構成とすることが可能である。第１係合部は、
第１内板、第２内板及び中央板の少なくとも一つに設けられた構成とすることが可能であ
る。閉塞部は、第２係合部を更に有する構成とすることが可能である。第１係合部及び第
２係合部の何れか一方が係合突部を有し、他方が係合突部を係合する係合孔を有する構成
とすることが可能である。このような態様のシールドケースによる場合、閉塞部を第１シ
ェルに容易に係合させることができる。
【００１３】
　第１シェルは、第３係合部を更に有する構成とすることが可能である。第３係合部は、
第１外板及び第２外板の少なくとも一方に設けられた構成とすることが可能である。閉塞
部は、第４係合部を更に有する構成とすることが可能である。第４係合部は、第１対向部
及び第２対向部の少なくとも一方に設けられた構成とすることが可能である。第３係合部
及び第４係合部の何れか一方が係合突部を有し、他方が係合突部を係合する係合孔を有す
る構成とすることが可能である。このような態様のシールドケースによる場合、閉塞部を
第１シェルに容易に係合させることができる。
【００１４】
　上記した何れかの態様のシールドケースは、導電性を有する第２シェルを更に備えた構
成とすることが可能である。第２シェルは、シェル本体を有する構成とすることが可能で
ある。
【００１５】
　上記した何れかの態様の第１シェルは、第１ベース及び第２ベースの少なくとも一方に
設けられた第５係合部を更に有する構成とすることが可能である。第２シェルは、シェル
本体に設けられた第６係合部を更に有する構成とすることが可能である。第５係合部及び
第６係合部の何れか一方が係合突部を有し、他方が係合突部を係合する係合孔を有する構
成とすることが可能である。このような態様のシールドケースによる場合、第２シェルを
第１シェルに容易に係合させることができる。
【００１６】
　上記した何れかの態様のシールドケースは、導電性を有する第３シェルを更に備えた構
成とすることが可能である。第３シェルは、第１板と、第３保持板とを有する構成とする
ことが可能である。第３シェルの第１板は、第１ベースと第２ベースとの間又は第１内板
と第２内板との間に配置された構成とすることが可能である。第１板は、第２方向の一方
側の端を有する構成とすることが可能である。第３シェルの第３保持板は、第１板の端に
設けられており且つ第１保持板と第２保持板との間に配置された構成とすることが可能で
ある。このような態様のシールドケースによる場合、第３シェルの存在がシールドケース
の立体状態の第１方向の寸法を増大させない。なぜなら、第３シェルの第１板が、第１ベ
ースと第２ベースとの間又は第１内板と第２内板との間に配置され、且つ第３シェルの第
３保持板が、第１保持板と第２保持板との間に配置されているからである。
【００１７】
　第３シェルは、第１内板と第２内板との間に配置されたシェル本体を更に有する構成と
することが可能である。第３シェルのシェル本体は、第３シェルの第１板と、第２板と、
第３板とを有する構成とすることが可能である。第３シェルのシェル本体の第１板は、第
２板と第３板とを連結した構成とすることが可能である。
【００１８】
　第３シェルのシェル本体の第２板は、第１内板に当接した構成とすることが可能である
。シェル本体の第３板は、第２内板に当接した構成とすることが可能である。このような
態様のシールドケースは、その強度を向上させることができる。なぜなら、第３シェルの
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シェル本体の第２板が第１内板に当接し、第３シェルのシェル本体の第３板が第２内板に
当接しているためである。
【００１９】
　第３シェルのシェル本体は、第４板を更に有する構成とすることが可能である。第３シ
ェルの第４板は、第２板と第３板とを連結した構成とすることが可能である。
【００２０】
　第３シェルの第４板は、第１シェルの中央板に当接した構成とすることが可能である。
このような態様のシールドケースは、その強度を更に向上させることができる。なぜなら
、第３シェルのシェル本体の第４板が第１シェルの中央板に当接しているためである。
【００２１】
　上記した何れかの態様の第２シェルは、当該第２シェルのシェル本体に設けられた第７
係合部を更に有した構成とすることが可能である。上記した何れかの態様の第３シェルは
、当該第３シェルのシェル本体に設けられた第８係合部を有する構成とすることが可能で
ある。第７係合部及び第８係合部の何れか一方が係合突部を有し、他方が係合突部を係合
する係合孔を有する構成とすることが可能である。このような態様のシールドケースによ
る場合、第３シェルを第２シェルに容易に係合させることができる。
【００２２】
　本発明の一態様のコネクタは、第１端子と、第２端子と、上記した何れかの態様のシー
ルドケースと、第１ケーブルと、第２ケーブルとを備えた構成とすることが可能である。
第１ケーブルは、第１端子に電気的に接続されており且つ第１シェルの第１保持板に保持
された構成とすることが可能である。第２ケーブルは、第２端子に電気的に接続されてお
り且つ第１シェルの第２保持板に保持された構成とすることが可能である。
【００２３】
　上記一態様のコネクタは、第１ボディを更に備えた構成とすることが可能である。第１
ボディは、第１端子及び第２端子を保持した構成とすることが可能である。このような態
様のコネクタは、その部品点数が低減される。なぜなら、第１端子及び第２端子が一つの
第１ボディに保持されているからである。又は、上記一態様のコネクタは、第１ボディ及
び第２ボディを更に備えた構成とすることが可能である。この場合、第１ボディが第１端
子を保持し、第２ボディが第２端子を保持する構成とすることが可能である。
【００２４】
　上記した何れかの態様の第２シェルは、導電性を有し且つ少なくとも第１ボディを収容
する構成とすることが可能である。又は、上記した何れかの態様の第２シェルは、導電性
を有し且つ第１ボディ及び第２ボディを収容する構成とすることが可能である。
【００２５】
　第２シェルは省略可能である。この場合、以下の通りとすると良い。第１ボディが第１
端子及び第２端子を保持する場合、第１ボディは、第１保持部と、第２保持部と、連結部
とを有する構成とすることが可能である。第１保持部は、第１シェルの第１ベース上に配
置されており且つ第１端子を保持する構成とすることが可能である。第２保持部は、第１
シェルの第２ベース上に配置されており且つ第２端子を保持する構成とすることが可能で
ある。連結部は、第１保持部と第２保持部とを連結する構成とすることが可能である。第
１ボディが第１端子を保持し、第２ボディが第２端子を保持する場合、第１ボディが、第
１シェルの第１ベース上に配置され、第２ボディが、第１シェルの第２ベース上に配置さ
れた構成とすることが可能である。
【００２６】
　上記した何れかの態様のコネクタは、第３端子と、第３ケーブルとを更に備えた構成と
することが可能である。第３ケーブルは、第３端子に電気的に接続されており且つ上記し
た何れかの態様の第３シェルの第３保持板に保持された構成とすることが可能である。
【００２７】
　上記した何れかの態様のコネクタは、第３端子を保持する第３ボディを更に備えた構成
とすることが可能である。第１ボディの連結部は、収容部を有する構成とすることが可能
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である。第３ボディは、収容部内に収容された構成とすることが可能である。第１ボディ
が第２シェルに収容されている場合、第３ボディも第２シェルに収容された構成とするこ
とが可能である。このような態様のコネクタは、その部品点数が低減される。なぜなら、
第１端子及び第２端子が一つの第１ボディに保持され、第１ボディ及び第３ボディが一つ
の第２シェルに収容されているからである。第１ボディの第１保持部が第１シェルの第１
ベース上に配置され、第１ボディの第２保持部が第１シェルの第２ベース上に配置されて
いる場合、第３ボディが、上記した何れかの態様の第３シェルの第１板上に配置された構
成とすることも可能である。
【００２８】
　上記何れかの態様の第２シェルは、上記した何れかの態様の閉塞部を有する構成とする
ことが可能である。また、上記何れかの態様の第２シェルのシェル本体は、第１シェルの
第２方向の他方側又は一方側に配置された構成とすることが可能である。第２シェルのシ
ェル本体が、第１ボディを収容する構成、第１ボディ及び第２ボディを収容する構成、又
は、第１ボディ及び第３ボディを収容する構成とすることが可能である。
【００２９】
　上記何れかの態様のシールドケースは、第１カバーと、第２カバーとを更に備えた構成
とすることが可能である。第１カバーは、閉塞部に設けられており且つ第１ケーブルを部
分的に覆う構成とすることが可能である。第２カバーは、閉塞部に設けられており且つ第
２ケーブルを部分的に覆う構成とすることが可能である。第１保持板は、第１カバー及び
第１ケーブルを保持する構成とすることが可能である。第２保持板は、第２カバー及び第
２ケーブルを保持する構成とすることが可能である。
【００３０】
　上記何れかの態様のシールドケースは、第３カバーを更に備えた構成とすることが可能
である。第３カバーは、上記した何れかの態様の閉塞部に設けられており且つ第３ケーブ
ルを部分的に覆う構成とすることが可能である。又は、第３カバーは、閉塞部ではなく、
上記した何れかの態様の第３シェルの第４板に設けられた構成とすることが可能である。
何れの場合でも、上記した何れかの態様の第３シェルの第３保持板は、第３カバー及び第
３ケーブルを保持する構成とすることが可能である。
【図面の簡単な説明】
【００３１】
【図１Ａ】本発明の実施例１に係るコネクタの正面、平面及び右側面から表した斜視図で
ある。
【図１Ｂ】前記コネクタの背面、平面及び左側面から表した斜視図である。
【図２Ａ】前記コネクタの図１Ａ中の２Ａ－２Ａ断面図である。
【図２Ｂ】前記コネクタの図１Ａ中の２Ｂ－２Ｂ断面図である。
【図２Ｃ】前記コネクタの図１Ａ中の２Ｃ－２Ｃ断面図である。
【図２Ｄ】前記コネクタの図１Ａ中の２Ｄ－２Ｄ断面図である。
【図２Ｅ】前記コネクタの図１Ａ中の２Ｅ－２Ｅ断面図である。
【図２Ｆ】前記コネクタの図１Ａ中の２Ｆ－２Ｆ断面図である。
【図２Ｇ】前記コネクタの図１Ａ中の２Ｇ－２Ｇ断面図である。
【図２Ｈ】前記コネクタの図１Ａ中の２Ｈ－２Ｈ断面図である。
【図３Ａ】前記コネクタの第１ユニット、第２ユニット部及びキャップの正面、平面及び
右側面から表した斜視図である。
【図３Ｂ】前記コネクタの第１ユニット、第２ユニット及びキャップの背面、底面及び左
側面から表した斜視図である。
【図４Ａ】前記コネクタの第１ユニット及び第２ユニットの正面、平面及び右側面から表
した分解斜視図である。
【図４Ｂ】前記コネクタの第１ユニット及び第２ユニットの背面、底面及び左側面から表
した分解斜視図である。
【図５】前記コネクタの第１ユニットの第１シェルの展開図である。



(38) JP 2016-219221 A 2016.12.22

【図６Ａ】前記第２ユニットの正面、平面及び右側面から表した分解斜視図である。
【図６Ｂ】前記第２ユニットの背面、底面及び右側面から表した分解斜視図である。
【発明を実施するための形態】
【００３２】
　以下、本発明の実施例１に係るコネクタＣについて図１Ａ～６Ｂを参照しつつ、説明す
る。コネクタＣは、第１ユニットＣ１（図３Ａ及び図３Ｂ参照）と、第２ユニットＣ２（
図４Ａ及び図４Ｂ参照）とを備えている。以下、コネクタＣの各構成要素について詳しく
説明する。なお、図２Ａ、図２Ｂ、図２Ｅ～図２Ｈ及び図３Ａ～図４Ｂに示されるＸ－Ｘ
’方向が、コネクタＣの短手方向であり且つ特許請求の範囲の第１方向に相当する。Ｘ－
Ｘ’方向のうちのＸ方向が第１方向の一方側に相当し、Ｘ’方向が第１方向の他方側に相
当する。図２Ｃ～図４Ｂに示されるＹ－Ｙ’方向は、コネクタＣの長手方向であり且つ特
許請求の範囲の第２方向に相当する。Ｙ－Ｙ’方向のうちのＹ’方向が第２方向の一方側
に相当し、Ｙ方向が第２方向の他方側に相当する。図２Ａ、図２Ｂ、図２Ｅ～図２Ｈ及び
図３Ａ～図４Ｂに示されるＺ－Ｚ’方向が、コネクタＣの高さ方向であり且つ特許請求の
範囲の第３方向に相当する。Ｚ－Ｚ’方向のうちＺ方向が第３方向の一方側に相当し、Ｚ
’方向が第３方向の他方側に相当する。Ｚ－Ｚ’方向がＸ－Ｘ’方向及びＹ－Ｙ’方向に
直交している。
【００３３】
　第１ユニットＣ１は、ボディ１００ａ（第１ボディ）と、少なくとも一つの第１端子２
００ａと、少なくとも一つの第２端子２００ｂと、第１ケーブル３００ａと、第２ケーブ
ル３００ｂと、第１シェル４００ａと、第２シェル４００ｂとを有している。第２ユニッ
トＣ２は、ボディ１００ｂ（第３ボディ）と、少なくとも一つの第３端子２００ｃと、第
３ケーブル３００ｃと、第３シェル４００ｃとを有している。なお、第１シェル４００ａ
、第２シェル４００ｂ及び第３シェル４００ｃが、コネクタＣのシールドケースＳを構成
している。なお、図面では、第１端子２００ａ、第２端子２００ｂ及び第３端子２００ｃ
は複数である。
【００３４】
　第１端子２００ａ及び第２端子２００ｂは各々金属板で構成されている。第１端子２０
０ａ及び第２端子２００ｂはボディ１００ａに保持されている。第１端子２００ａは、接
触部２１０ａと、中間部２２０ａと、テール２３０ａとを有している。中間部２２０ａは
、接触部２１０ａとテール２３０ａとを連結しており且つボディ１００ａに保持され得る
構成であれば良い。図面では、中間部２２０ａは、図２Ｃ及び図２Ｅに最も良く示されて
いるように、第１板２２１ａと、第２板２２２ａと、少なくとも一つの連結板２２３ａと
を有している。第１板２２１ａ及び第２板２２２ａはＹ－Ｙ’方向に延びており且つＺ－
Ｚ’方向で互いに対向している。連結板２２３ａが第１板２２１ａと第２板２２２ａとを
連結している。
【００３５】
　接触部２１０ａは、相手側コネクタの対応する端子に接触し得る構成であれば良い。図
面では、接触部２１０ａは、Ｚ－Ｚ’方向で互いに対向する一対のアーム２１１ａを有し
ている。一対のアーム２１１ａのうちの一方は、第１板２２１ａからＹ方向に延び、他方
は第２板２２２ａからＹ方向に延びている。一対のアーム２１１ａの先端部は互いに近づ
くように折り曲げられている。テール２３０ａは、中間部２２０ａからＹ’方向側に延び
ていれば良い。図面では、テール２３０ａは、中間部２２０ａの第１板２２１ａからＹ’
方向に延びている。
【００３６】
　第２端子２００ｂは、第１端子２００ａと同様の構成であるので、その説明は省略する
。第２端子２００ｂは、接触部２１０ｂと、中間部２２０ｂと、テール２３０ｂとを有し
ている。
【００３７】
　ボディ１００ａは、図４Ａ及び図４Ｂに最も良く示されているように、絶縁樹脂で構成
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されている。ボディ１００ａは、メインボディ１１０ａを有している。メインボディ１１
０ａは、矩形状のブロックである。メインボディ１１０ａは、第１保持部１１１ａと、第
２保持部１１２ａと、連結部１１３ａとを有している。
【００３８】
　第１保持部１１１ａは、メインボディ１１０ａの少なくとも一つの第１端子２００ａを
保持している部分である。図面では、第１保持部１１１ａは、図４Ａ及び図４Ｂに最も良
く示されているように、メインボディ１１０ａのＸ方向側の端部である。第１保持部１１
１ａは、第１端子２００ａを保持する少なくとも一つの保持孔１１１ａ１を有していても
良い。図面では、複数の保持孔１１１ａ１が、Ｚ－Ｚ’方向に二列でＸ－Ｘ’方向に間隔
をあけて第１保持部１１１ａに設けられている。各保持孔１１１ａ１は、図２Ｃに最も良
く示されているように、第１保持部１１１ａをＹ－Ｙ’方向に貫通している。各保持孔１
１１ａ１の形は、対応する第１端子２００ａの中間部２２０ａ及び接触部２１０ａの外形
に対応している。第１端子２００ａの中間部２２０ａが保持孔１１１ａ１に保持され、第
１端子２００ａの接触部２１０ａが保持孔１１１ａ１内に収容されている。なお、第１保
持部１１１ａ内に少なくとも一つの第１端子２００ａがインサート成形されていても良い
。この場合、保持孔１１１ａ１は省略される。
【００３９】
　第２保持部１１２ａは、メインボディ１１０ａの少なくとも一つの第２端子２００ｂを
保持している部分である。図面では、第２保持部１１２ａは、図４Ａ及び図４Ｂに最も良
く示されているように、メインボディ１１０ａのＸ’方向側の端部である。第２保持部１
１２ａは、第２端子２００ｂを保持する少なくとも一つの保持孔１１２ａ１を有していて
も良い。図面では、複数の保持孔１１２ａ１は、Ｚ－Ｚ’方向に二列でＸ－Ｘ’方向に間
隔をあけて第２保持部１１２ａに設けられている。各保持孔１１２ａ１は、保持孔１１１
ａ１と同様の構成であって、第２保持部１１２ａをＹ－Ｙ’方向に貫通している（図２Ｃ
を借りて参照）。第２端子２００ｂの中間部２２０ｂが保持孔１１２ａ１に保持され、第
２端子２００ｂの接触部２１０ｂが保持孔１１２ａ１内に収容されている。なお、第２保
持部１１２ａ内に少なくとも一つの第２端子２００ｂがインサート成形されていても良い
。この場合、保持孔１１２ａ１は省略される。
【００４０】
　連結部１１３ａは、第１保持部１１１ａと第２保持部１１２ａとを連結していれば良い
。図面では、連結部１１３ａは、メインボディ１１０ａの第１保持部１１１ａと第２保持
部１１２ａとの間の部分である。この連結部１１３ａは、フロントパネル１１３ａ１と、
収容部１１３ａ２とを有している。収容部１１３ａ２は、連結部１１３ａ内に設けられ且
つＹ－Ｙ’方向に延びた矩形状の穴である。収容部１１３ａ２はＹ’方向に開放されてい
る。フロントパネル１１３ａ１は、収容部１１３ａ２のＹ方向側を閉塞するように設けら
れている。フロントパネル１１３ａ１には、少なくとも一つの開口１１３ａ３が設けられ
ている。開口１１３ａ３は収容部１１３ａ２に連通している。図面では、複数の開口１１
３ａ３がＺ－Ｚ’方向に二列でＸ－Ｘ’方向に間隔をあけてフロントパネル１１３ａ１に
設けられている。なお、収容部１１３ａ２は、連結部１１３ａに連結された第１保持部１
１１ａと第２保持部１１２ａとの間の空間であっても良い。
【００４１】
　ボディ１００ａは、図４Ａ及び図４Ｂに最も良く示されているように、第１テーブル１
２０ａ及び第２テーブル１３０ａを更に有していても良い。第１テーブル１２０ａは、第
１保持部１１１ａのＹ’方向の端面からＹ’方向に延びている。第１テーブル１２０ａは
、少なくとも一つの第１端子２００ａのテール２３０ａを支持し得るものであれば良い。
第１テーブル１２０ａは、少なくとも一つの保持溝１２１ａを有していても良い。保持溝
１２１ａは、第１保持部１１１ａの保持孔１１１ａ１に連通するように第１テーブル１２
０ａに設けられている。保持溝１２１ａにテール２３０ａが収容され、支持されている。
図面では、図２Ｆに最も良く示されているように、第１テーブル１２０ａのＺ方向の面に
複数の保持溝１２１ａがＸ－Ｘ’方向に間隔をあけて設けられ、第１テーブル１２０ａの
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Ｚ’方向の面に複数の保持溝１２１ａがＸ－Ｘ’方向に間隔をあけて設けられている。
【００４２】
　第２テーブル１３０ａは、第２保持部１１２ａのＹ’方向の端面からＹ’方向に延びて
いる。第２テーブル１３０ａは、少なくとも一つの第２端子２００ｂのテール２３０ｂを
支持し得るものであれば良い。第２テーブル１３０ａは、少なくとも一つの保持溝１３１
ａを有していても良い。保持溝１３１ａは、第２保持部１１２ａの保持孔１１２ａ１に連
通するように第２テーブル１３０ａに設けられている。保持溝１３１ａにテール２３０ｂ
が収容され、支持されている。図面では、図２Ｆに最も良く示されているように、第２テ
ーブル１３０ａのＺ方向の面に複数の保持溝１３１ａがＸ－Ｘ’方向に間隔をあけて設け
られ、第２テーブル１３０ａのＺ’方向の面に複数の保持溝１３１ａがＸ－Ｘ’方向に間
隔をあけて設けられている。
【００４３】
　第１シェル４００ａは、ボディ１００ａのＹ’方向側の配置されている。第１シェル４
００ａは、図４Ａ～図５に最も良く示されているように、一枚の金属板がプレス成形され
ることによって作成されたものである。第１シェル４００ａは、第１ベース４１０ａと、
第２ベース４２０ａと、中央板４３０ａと、第１内板４４０ａと、第２内板４５０ａと、
第１保持板４６０ａと、第２保持板４７０ａとを有している。中央板４３０ａは、前記金
属板の中央部（前記金属板の一部）である。中央板４３０ａは、Ｘ－Ｘ’方向及びＹ－Ｙ
’方向に延びている。中央板４３０ａは、第１ベース４１０ａ及び第２ベース４２０ａの
Ｚ方向側に配置されている。図面では、中央板４３０ａは、第１ベース４１０ａ及び第２
ベース４２０ａのＺ方向側で第１ベース４１０ａ及び第２ベース４２０ａの間に配置され
ている。中央板４３０ａは、第１端４３１ａと、第２端４３２ａとを有している。第１端
４３１ａは、中央板４３０ａのＸ方向側の端である。第２端４３２ａは、中央板４３０ａ
のＸ’方向側の端である。
【００４４】
　第１ベース４１０ａは、前記金属板の中央板４３０ａよりもＸ方向側の部分（すなわち
、板状）である。第１ベース４１０ａは、Ｘ－Ｘ’方向及びＹ－Ｙ’方向に延びている。
第２ベース４２０ａは、前記金属板の中央板４３０ａよりＸ’方向側の部分（すなわち、
板状）である。第２ベース４２０ａは、Ｘ－Ｘ’方向及びＹ－Ｙ’方向に延びている。第
１ベース４１０ａ及び第２ベース４２０ａはＸ－Ｘ’方向で隣り合っている。第１ベース
４１０ａ及び第２ベース４２０ａは、Ｚ－Ｚ’方向において同じ高さ位置に配置されてい
ても良いし、異なる高さ位置に配置されていても良い。
【００４５】
　第１ベース４１０ａは、第１端４１１ａと、第２端４１２ａと、第３端４１３ａとを有
している。第１端４１１ａは、第１ベース４１０ａのＸ’方向側（第２ベース４２０ａ側
）の端である。第２端４１２ａは、第１ベース４１０ａのＹ’方向側の端である。第２端
４１２ａは、中央部がＹ方向側に窪んでいても良いし、フラットであっても良い。第３端
４１３ａは、第１ベース４１０ａのＸ方向側の端である。第２ベース４２０ａは、第１端
４２１ａと、第２端４２２ａと、第３端４２３ａとを有している。第１端４２１ａは、第
２ベース４２０ａのＸ方向側（第１ベース４１０ａ側）の端である。第２端４２２ａは、
第２ベース４２０ａのＹ’方向側の端である。第２端４２２ａは、中央部がＹ方向側に窪
んでいても良いし、フラットであっても良い。第３端４２３ａは、第２ベース４２０ａの
Ｘ’方向側の端である。
【００４６】
　第１内板４４０ａは、前記金属板の中央板４３０ａと第１ベース４１０ａとの間の部分
である。第１内板４４０ａは、第１ベース４１０ａの第１端４１１ａから中央板４３０ａ
の第１端４３１ａへＺ方向側に延びている。第１内板４４０ａは、Ｘ方向、Ｘ’方向、Ｙ
方向、Ｙ’方向、Ｘ方向及びＹ方向の成分を含む方向、Ｘ’方向及びＹ方向の成分を含む
方向、Ｘ方向及びＹ’方向の成分を含む方向、又は、Ｘ’方向及びＹ’方向の成分を含む
方向に傾斜していても良い。図面では、第１内板４４０ａは、傾斜しておらず、第１ベー
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ス４１０ａに対する角度は略９０°である。
【００４７】
　第２内板４５０ａは、前記金属板の中央板４３０ａと第２ベース４２０ａとの間の部分
である。第２内板４５０ａは、第２ベース４２０ａの第１端４２１ａから中央板４３０ａ
の第２端４３２ａへＺ方向側に延びている。第２内板４５０ａは、Ｘ方向、Ｘ’方向、Ｙ
方向、Ｙ’方向、Ｘ方向及びＹ方向の成分を含む方向、Ｘ’方向及びＹ方向の成分を含む
方向、Ｘ方向及びＹ’方向の成分を含む方向、又は、Ｘ’方向及びＹ’方向の成分を含む
方向に傾斜していても良い。図面では、第２内板４５０ａは、傾斜しておらず、第２ベー
ス４２０ａに対する角度は略９０°である。
【００４８】
　第１保持板４６０ａは、前記金属板の第１ベース４１０ａのＹ’方向側の部分であって
、第１ベース４１０ａの第２端４１２ａに一体的に連接されている。第１保持板４６０ａ
は、幹部４６１ａと、保持板本体４６２ａとを有している。幹部４６１ａは第１ベース４
１０ａの第２端４１２ａからＹ’方向に延びた板である。保持板本体４６２ａは幹部４６
１ａのＹ’方向の端に一体的に連接された板である。平面展開された保持板本体４６２ａ
のＸ－Ｘ’方向の寸法は、幹部４６１ａのＸ－Ｘ’方向の寸法よりも大きい。
【００４９】
　第２保持板４７０ａは、前記金属板の第２ベース４２０ａのＹ’方向側の部分であって
、第２ベース４２０ａの第２端４２２ａに一体的に連接されている。第２保持板４７０ａ
は、幹部４７１ａと、保持板本体４７２ａとを有している。幹部４７１ａは第２ベース４
２０ａの第２端４２２ａからＹ’方向に延び板である。保持板本体４７２ａは幹部４７１
ａのＹ’方向の端に一体的に連接された板である。平面展開された保持板本体４７２ａの
Ｘ－Ｘ’方向の寸法は、幹部４７１ａのＸ－Ｘ’方向の寸法よりも大きい。
【００５０】
　第１シェル４００ａは、第１外板４８０ａと、第２外板４９０ａとを更に有していても
良い。第１外板４８０ａは、第１ベース４１０ａに設けられており且つ第１内板４５０ａ
に対してＸ方向側に間隔をあけて配置されていれば良い。図面では、第１外板４８０ａは
、前記金属板の第１ベース４１０ａのＸ方向側の部分であって、第１ベース４１０ａの第
３端４１３ａからＺ方向側に延びている。第１外板４８０ａは、第１ベース４１０ａの一
部を切り起こした片部材、又は、第１ベース４１０ａと別体であって、第１ベース４１０
ａに固着される態様であっても良い。第１外板４８０ａは、Ｘ方向、Ｘ’方向、Ｙ方向、
Ｙ’方向、Ｘ方向及びＹ方向の成分を含む方向、Ｘ’方向及びＹ方向の成分を含む方向、
Ｘ方向及びＹ’方向の成分を含む方向、又は、Ｘ’方向及びＹ’方向の成分を含む方向に
傾斜していても良い。図面では、第１外板４８０ａは、傾斜しておらず、第１ベース４１
０ａに対する角度が略９０°となっている。第１外板４８０ａ、第１ベース４１０ａ及び
第１内板４４０ａが第１収容空間を区画している。
【００５１】
　第１外板４８０ａは、外板本体４８１ａと、延長板４８２ａとを有していても良い。外
板本体４８１ａは、第１ベース４１０ａの第３端４１３ａからＺ方向側に延びている。外
板本体４８１ａは、Ｙ方向の端を有している。
【００５２】
　延長板４８２ａは、外板本体４８１ａのＹ方向の端に一体的に連接されている。延長板
４８２ａは、第１収容空間のＹ方向側を部分的に塞ぐように外板本体４８１ａに対してＸ
’方向側に折り曲げられている。延長板４８２ａと第１内板４４０ａとの間には第１間隙
が生じている。
【００５３】
　第２外板４９０ａは、第２ベース４２０ａに設けられており且つ第２内板４６０ａに対
してＸ方向側に間隔をあけて配置されていれば良い。図面では、第２外板４９０ａは、前
記金属板の第２ベース４２０ａのＸ’方向側の部分であって、第２ベース４２０ａの第３
端４２３ａからＺ方向側に延びている。第２外板４９０ａは、第２ベース４２０ａの一部
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を切り起こした片部材、又は、第２ベース４２０ａと別体であって、第２ベース４２０ａ
に固着される態様であっても良い。第２外板４９０ａは、Ｘ方向、Ｘ’方向、Ｙ方向、Ｙ
’方向、Ｘ方向及びＹ方向の成分を含む方向、Ｘ’方向及びＹ方向の成分を含む方向、Ｘ
方向及びＹ’方向の成分を含む方向、又は、Ｘ’方向及びＹ’方向の成分を含む方向に傾
斜していても良い。図面では、第２外板４９０ａは、傾斜しておらず、第２ベース４２０
ａに対する角度が略９０°となっている。第２外板４９０ａ、第２ベース４２０ａ及び第
２内板４５０ａが第２収容空間を区画している。
【００５４】
　第２外板４９０ａは、外板本体４９１ａと、延長板４９２ａとを有していても良い。外
板本体４９１ａは、第２ベース４２０ａの第３端４２３ａからＺ方向側に延びている。外
板本体４９１ａは、Ｙ方向の端を有している。
【００５５】
　延長板４９２ａは、外板本体４９１ａのＹ方向の端に一体的に連接されている。延長板
４９２ａは、第２収容空間のＹ方向側を部分的に塞ぐように外板本体４９１ａに対してＸ
方向側に折り曲げられている。延長板４９２ａと第２内板４５０ａとの間には第２間隙が
生じている。
【００５６】
　第１ケーブル３００ａは、外側絶縁体３１０ａと、図示しないシールド導体と、少なく
とも一つの伝送線３２０ａとを有している。外側絶縁体３１０ａは筒状のシースである。
シールド導体は、筒状の編組導線又は螺旋状に巻かれた金属箔製のテープであって、外側
絶縁体３１０ａ内に配置されている。伝送線３２０ａはシールド導体内に配置されている
。外側絶縁体３１０ａのＹ方向側の端部はカットされ、シールド導体のＹ方向側の端部が
露出している。露出したシールド導体に第１保持板４６０ａの保持板本体４６２ａが巻き
付けられ且つ電気的に接続されている（図２Ａ～図２Ｃ、図２Ｈ、図３Ａ及び図３Ｂ参照
）。伝送線３２０ａのＹ方向側の端部はシールド導体からＹ方向に突出している。伝送線
３２０ａの突出した部分（以下、突出部と称する）の先端がカットされ、伝送線３２０ａ
内部の芯線が露出している。伝送線３２０ａの突出部が第１収容空間及び第１間隙を挿通
し、伝送線３２０ａの芯線が第１端子２００ａのテール２３０ａに電気的に接続されてい
る。図面では、二本の伝送線３２０ａの芯線がＺ’方向側の二つの第１端子２００ａのテ
ール２３０ａに各々接続されている。なお、図２Ａ～図２Ｃ及び図２Ｇ～図２Ｈでは、第
１ケーブル３００ａの断面の外形線のみが表されている。図４Ａ及び図４Ｂでは、保持板
本体４６２ａは、シールド導体に巻き付けられる前の状態で表されている。
【００５７】
　第２ケーブル３００ｂは、第１ケーブル３００ａと同様の構成である。第２ケーブル３
００ｂは、外側絶縁体３１０ｂと、図示しないシールド導体と、少なくとも一つの伝送線
３２０ｂとを有している。露出したシールド導体に第２保持板４７０ａの保持板本体４７
２ａが巻き付けられ且つ電気的に接続されている（図２Ａ～図２Ｂ、図２Ｈ、図３Ａ及び
図３Ｂ参照）。伝送線３２０ｂの突出部が第２収容空間及び第２間隙を挿通し、伝送線３
２０ｂの芯線が第２端子２００ｂのテール２３０ｂに電気的に接続されている。図面では
、二本の伝送線３２０ｂの芯線がＺ’方向側の二つの第２端子２００ｂのテール２３０ｂ
に各々接続されている。なお、図２Ａ～図２Ｂ及び図２Ｇ～図２Ｈでは、第２ケーブル３
００ｂの断面の外形線のみが表されている。図４Ａ及び図４Ｂでは、保持板本体４７２ａ
は、シールド導体に巻き付けられる前の状態で表されている。
【００５８】
　第２シェル４００ｂは、図４Ａ及び図４Ｂに最も良く示されているように、一枚の金属
板プレス成形されることによって作成されたものである。第２シェル４００ｂは、シェル
本体４１０ｂと、閉塞部４２０ｂとを有している。シェル本体４１０ｂは、Ｙ－Ｙ’方向
に延びた筒であって、第１シェル４００ａのＹ方向側に配置されている。シェル本体４１
０ｂの内形は、ボディ１００ａの外形に対応している。シェル本体４１０ｂにボディ１０
０ａが収容されている。シェル本体４１０ｂは、Ｚ’方向側の第１板と、Ｘ方向側の第２
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板と、Ｘ’方向側の第３板と、Ｚ方向側の第４板とを有している。第１板は、Ｘ方向側の
端と、Ｘ’方向側の端とを有している。第４板は、Ｘ方向側の端と、Ｘ’方向側の端とを
有している。第２板が、第１板のＸ方向側の端と、第４板のＸ方向側の端とを一体的に連
結している。第３板が、第１板のＸ’方向側の端と、第４板のＸ’方向側の端とを一体的
に連結している。
【００５９】
　閉塞部４２０ｂは、シェル本体４１０ｂの第４板からＹ’方向に延びた板である。閉塞
部４２０ｂは、第１シェル４００ａの中央板４３０ａにＺ方向側から当接又はＺ－Ｚ’方
向に間隙を有して配置され、且つ第１シェル４００ａの第１収容空間及び第２収容空間を
Ｙ方向側から閉塞している。図面では、閉塞部４２０ｂは、中央部４２１ｂと、第１対向
部４２２ｂと、第２対向部４２３ｂとを有している。中央部４２１ｂは、図２Ｇに最も良
く示されているように、中央板４３０ａにＺ方向側から当接している（面接触している）
。第１対向部４２２ｂは、第１シェル４００ａの第１ベース４１０ａにＺ－Ｚ’方向に間
隙を有して対向配置されており且つ第１収容空間をＺ方向側から閉塞している。第１対向
部４２２ｂは、第１シェル４００ａの第１外板４８０ａに当接していても良い。なお、第
１外板４８０ａが省略される場合、第１ベース４１０ａ、第１内板４４０ａ及び第１対向
部４２２ｂが第１収容空間を区画していると良い。第２対向部４２３ｂは、第１シェル４
００ａの第２ベース４２０ａにＺ－Ｚ’方向に間隙を有して対向配置されており且つ第２
収容空間をＺ方向側から閉塞している。第２対向部４２３ｂは、第１シェル４００ａの第
２外板４９０ａに当接していても良い。なお、第２外板４９０ａが省略される場合、第２
ベース４２０ａ、第２内板４５０ａ及び第２対向部４２３ｂが第２収容空間を区画してい
ると良い。第１対向部４２２ｂは、Ｘ方向の端と、Ｙ’方向の端とを有している。第２対
向部４２３ｂは、Ｘ’方向の端と、Ｙ’方向の端とを有している。
【００６０】
　第１シェル４００ａの第１内板４４０ａ、第２内板４５０ａ及び中央板４３０ａの少な
くとも一つに、第１係合部が設けられていても良い。第２シェル４００ｂの閉塞部４２０
ｂに、第２係合部が設けられていても良い。第１係合部及び第２係合部の何れか一方が係
合突部を有し、他方が係合突部を係合する係合孔を有する構成とすることが可能である。
【００６１】
　図面では、図２Ｇ及び図４Ａに最も良く示されているように、第１内板４４０ａが第１
係合部４４１ａを有し、第２内板４５０ａが第１係合部４５１ａを有している。第１係合
部４４１ａは、中央板４３０ａの一部がカットされ、第１内板４４０ａからＺ方向へ延び
るように折り曲げられた板状の係合突部を有する。第１係合部４５１ａは、中央板４３０
ａの別の一部がカットされ、第２内板４５０ａからＺ方向へ延びるように折り曲げられた
板状の係合突部を有する。この場合、閉塞部４２０ｂは、第２係合部４２４ｂ、４２５ｂ
を有している。第２係合部４２４ｂは、閉塞部４２０ｂの第１係合部４４１ａに対応する
箇所に設けられた係合孔を有している。第２係合部４２５ｂは、閉塞部４２０ｂの第１係
合部４５１ａに対応する箇所に設けられた係合孔を有している。第１係合部４４１ａがＺ
’方向側から第２係合部４２４ｂに係合され、第１係合部４５１ａがＺ’方向側から第２
係合部４２５ｂに係合されている。
【００６２】
　なお、中央板４３０ａが少なくとも一つの第１係合部を有する場合には、第１係合部は
、中央板４３０ａ、第１内板４４０ａ及び第２内板４５０ａの少なくとも一つの一部がカ
ットされ、中央板４３０ａからＺ方向側に延びるように折り曲げられた板状の係合突部を
有する構成とすることが可能である。この場合、少なくとも一つの第２係合部は、閉塞部
４２０ｂにおける中央板４３０ａの第１係合部に対応する部分に設けられており且つ当該
第１係合部を係合する係合孔を有する構成とすることが可能である。又は、少なくとも一
つの第２係合部は、閉塞部４２０ｂの一部がカットされ、閉塞部４２０ｂからＺ’方向側
に延びるように折り曲げられた板状の係合突部を有する構成とすることが可能である。こ
の場合、少なくとも一つの第１係合部は、第１内板４４０ａ、第２内板４５０ａ及び中央
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板４３０ａの少なくとも一つに設けられており且つ閉塞部４２０ｂの第２係合部を係合す
る係合孔を有する構成とすることが可能である。
【００６３】
　第１シェル４００ａの第１外板４８０ａ及び第２外板４９０ａの少なくとも一方に、第
３係合部が設けられていても良い。第２シェル４００ｂの閉塞部４２０ｂの第１対向部４
２２ｂ及び第２対向部４２３ｂの少なくとも一方には、第４係合部が設けられていても良
い。第３係合部及び第４係合部の何れか一方が係合突部を有し、他方が係合突部を係合す
る係合孔を有する構成とすることが可能である。
【００６４】
　図面では、図２Ｇ及び図４Ａに最も良く示されているように、第１外板４８０ａが第３
係合部４８３ａを有し、第２外板４９０ａが第３係合部４９３ａを有している。第３係合
部４８３ａは、外板本体４８１ａの一部がカットされ、Ｘ方向側に折り曲げられた板状の
係合突部を有する。第３係合部４９３ａは、外板本体４９１ａの一部がカットされ、Ｘ’
方向側に折り曲げられた板状の係合突部を有する。この場合、閉塞部４２０ｂは、一対の
第４係合部４３０ｂ（一方の第４係合部４３０ｂ及び他方の第４係合部４３０ｂ）を有し
ている。一方の第４係合部４３０ｂは、第１対向部４２２ｂのＸ方向の端からＺ’方向に
延びた係合片と、この係合片に設けられた係合孔とを有している。他方の第４係合部４３
０ｂは、第２対向部４２３ｂのＸ’方向の端からＺ’方向に延びた係合片と、この係合片
に設けられた係合孔とを有している。第３係合部４８３ａ及び第３係合部４９３ａが、第
４係合部４３０ｂの係合孔に各々係合されている。
【００６５】
　なお、一対の第４係合部は、係合孔の代りに、係合突部を有していても良い。第４係合
部の係合突部は、係合片の一部がカットされ、折り曲げられた板とすることが可能である
。この場合、第１外板４８０ａの第３係合部は、一方の第４係合部の係合突部を係合する
係合孔を有する構成とすることが可能である。第２外板４９０ａの第３係合部は、他方の
第４係合部の係合突部を係合する係合孔を有する構成とすることが可能である。
【００６６】
　第１シェル４００ａの第１ベース４１０ａ及び第２ベース４２０ａの少なくとも一方に
、第５係合部が設けられていても良い。第２シェル４００ｂのシェル本体４１０ｂに、第
６係合部が設けられていても良い。第５係合部及び第６係合部の何れか一方が係合突部を
有し、他方が係合突部を係合する係合孔を有する構成とすることが可能である。
【００６７】
　図面では、図３Ｂ及び図４Ｂに最も良く示されているように、第２シェル４００ｂが一
対の第６係合部４６０ｂを有している。第６係合部４６０ｂは、シェル本体４１０ｂの第
１板からＹ’方向に延びたアームと、このアームに設けられた係合突部とを有している。
この場合、第１シェル４００ａが、第５係合部４１４ａ及び第５係合部４２４ａを有して
いる。第５係合部４１４ａは、第１ベース４１０ａに設けられた係合孔を有している。第
５係合部４２４ａは、第２ベース４２０ａに設けられた係合孔を有している。第５係合部
４１４ａ及び第５係合部４２４ａの係合孔が第６係合部４６０ｂの係合突部を各々係合し
ている。
【００６８】
　なお、第６係合部が、係合突部の代りに、係合孔を有していても良い。第６係合部の係
合孔は、アーム又はシェル本体４１０ｂの第１板に設けることが可能である。後者の場合
、アームは省略される。この場合、第５係合部は、第１ベース４１０ａ及び第２ベース４
２０ａの一部がカットされ、折り曲げられた板状の係合突部を有する構成とすることが可
能である。第５係合部の係合突部が、第６係合部の係合孔に各々係合されている。
【００６９】
　第２シェル４００ｂは、第１カバー４４０ｂ及び第２カバー４５０ｂの少なくとも一方
を更に有していても良い。第１カバー４４０ｂは、第２シェル４００ｂの閉塞部４２０ｂ
の第１対向部４２２ｂに設けられている。第１カバー４４０ｂは、基部４４１ｂと、カバ
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ー本体４４２ｂとを有している。基部４４１ｂは、第１対向部４２２ｂのＹ’方向の端か
らＹ’方向に延びた板である。カバー本体４４２ｂは、基部４４１ｂのＹ’方向の端に一
体的に連接された円弧状の板である。カバー本体４４２ｂが第１ケーブル３００ａの露出
したシールド導体を部分的に覆っている。第２シェル４００ｂが第１カバー４４０ｂを有
する場合、第１シェル４００ａの第１保持板４６０ａは、図２Ｈに最も良く示されている
ように、カバー本体４４２ｂ及び第１ケーブル３００ａの露出したシールド導体に巻き付
けられるように、湾曲させられている。
【００７０】
　第２カバー４５０ｂは、基部４５１ｂと、カバー本体４５２ｂとを有している。基部４
５１ｂは、第２対向部４２３ｂのＹ’方向の端からＹ’方向に延びた板である。カバー本
体４５２ｂは、基部４５１ｂのＹ’方向の端に一体的に連接された円弧状の板である。カ
バー本体４５２ｂが第２ケーブル３００ｂの露出したシールド導体を部分的に覆っている
。第２シェル４００ｂが第２カバー４５０ｂを有する場合、第１シェル４００ａの第２保
持板４７０ａは、図２Ｈに最も良く示されているように、カバー本体４５２ｂ及び第２ケ
ーブル３００ｂの露出したシールド導体に巻き付けられるように、湾曲させられている。
【００７１】
　第３端子２００ｃは、金属板で構成されており且つボディ１００ｂに保持されている。
第３端子２００ｃは、図２Ｄに最も良く示されているように、第１端子２００ａと同様の
構成であるので、その説明は省略する。第３端子２００ｃは、接触部２１０ｃと、中間部
２２０ｃと、テール２３０ｃとを有している。
【００７２】
　ボディ１００ｂは絶縁樹脂で構成されている。ボディ１００ｂは、図６Ａ及び図６Ｂに
最も良く示されているように、メインボディ１１０ｂを有している。メインボディ１１０
ｂは、矩形状のブロックである。メインボディ１１０ａの外形は、ボディ１００ａの収容
部１１３ａ２の形に対応している。メインボディ１１０ａがボディ１００ａの収容部１１
３ａ２内に収容されている。ボディ１００ｂは、ボディ１００ａと共に、第２シェル４０
０ｂのシェル本体４１０ｂ内に収容されている。
【００７３】
　メインボディ１１０ｂは、少なくとも一つの第３端子２００ｃを保持する。メインボデ
ィ１１０ｂは、少なくとも一つの保持孔１１１ｂを有していても良い。図面では、複数の
保持孔１１１ｂが、Ｚ－Ｚ’方向に二列でＸ－Ｘ’方向に間隔をあけてメインボディ１１
０ｂに設けられている。各保持孔１１１ｂは、図２Ｄに最も良く示されているように、メ
インボディ１１０ｂをＹ－Ｙ’方向に貫通している。保持孔１１１ｂの形は、第３端子２
００ｃの中間部２２０ｃの外形に対応している。第３端子２００ｃの中間部２２０ｃが保
持孔１１１ｂに保持され、第３端子２００ｃの接触部２１０ｃが保持孔１１１ｂ内に収容
されている。保持孔１１１ｂは、ボディ１００ａの開口１１３ａ３に連通している。なお
、メインボディ１１０ｂ内に少なくとも一つの第３端子２００ｃがインサート成形されて
いても良い。この場合、保持孔１１１ｂは省略される。
【００７４】
　メインボディ１１０ｂは、Ｘ方向側の端面と、Ｘ’方向側の端面とを更に有している。
メインボディ１１０ｂのＸ方向の端面及びＸ’方向の端面には、図６Ａ及び図６Ｂに最も
良く示されているように、係合凹部１１２ｂが各々設けられていても良い。
【００７５】
　ボディ１００ｂは、テーブル１２０ｂを更に有していても良い。テーブル１２０ｂは、
メインボディ１１０ｂのＹ’方向の端面からＹ’方向に延びている。テーブル１２０ｂは
、少なくとも一つの第３端子２００ｃのテール２３０ｃを支持し得るものであれば良い。
テーブル１２０ｂは、少なくとも一つの保持溝１２１ｂを有していても良い。保持溝１２
１ｂは、保持孔１１１ｂに連通するようにテーブル１２０ｂに設けられている。保持溝１
２１ｂにテール２３０ｃが収容され、支持されている。図面では、図２Ｆに最も良く示さ
れているように、テーブル１２０ｂのＺ方向の面に複数の保持溝１２１ｂがＸ－Ｘ’方向
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に間隔をあけて設けられ、テーブル１２０ｂのＺ’方向の面に複数の保持溝１２１ｂがＸ
－Ｘ’方向に間隔をあけて設けられている。
【００７６】
　第３シェル４００ｃは、図６Ａ及び図６Ｂに最も良く示されているように、一枚の金属
板プレス成形されることによって作成されたものである。第３シェル４００ｃは、シェル
本体４１０ｃと、第３保持板４２０ｃとを有している。シェル本体４１０ｃは、Ｙ－Ｙ’
方向に延びた筒であって、第１シェル４００ａの第１内板４４０ａと第２内板４５０ａと
の間に配置されている（図２Ｇ参照）。シェル本体４１０ｃは、Ｚ’方向側の第１板４１
１ｃと、Ｘ方向側の第２板４１２ｃと、Ｘ’方向側の第３板４１３ｃと、Ｚ方向側の第４
板４１４ｃとを有している。第１板４１１ｃは、第１内板４４０ａと第２内板４５０ａと
の間又は第１ベース４１０ａと第２ベース４２０ａとの間に配置されている。図面では、
第１ベース４１０ａと第２ベース４２０ａとの間に配置されている。第１板４１１ｃは、
Ｘ方向側の端と、Ｘ’方向側の端と、Ｙ’方向の端とを有している。第４板４１４ｃは、
第１シェル４００ａの中央板４３０ａにＺ’方向側から当接又はＺ－Ｚ’方向に間隙を有
して対向配置されている。図面では、第４板４１４ｃは中央板４３０ａに当接している（
面接触している）。第４板４１４ｃは中央板４３０ａに係合する構成とすることが可能で
ある。第４板４１４ｃは、Ｘ方向側の端と、Ｘ’方向側の端とを有している。第２板４１
２ｃは、第１板４１１ｃのＸ方向側の端と、第４板４１４ｃのＸ方向側の端とを一体的に
連結している。第２板４１２ｃは、第１シェル４００ａの第１内板４４０ａに当接又は間
隙を有して対向配置されている。図面では、第２板４１２ｃは第１内板４４０ａに当接し
ている（面接触している）。第２板４１２ｃは第１内板４４０ａに係合する構成とするこ
とが可能である。第３板４１３ｃは、第１板４１１ｃのＸ’方向側の端と、第４板４１４
ｃのＸ’方向側の端とを一体的に連結している。第３板４１３ｃは、第１シェル４００ａ
の第２内板４５０ａに当接又は間隙を有して対向配置されている。図面では、第３板４１
３ｃは第２内板４５０ａに当接している。第３板４１３ｃは第２内板４５０ａに係合する
構成とすることが可能である。第２板４１２ｃは、Ｙ方向の端を更に有し、第３板４１３
ｃは、Ｙ方向の端を有していても良い。
【００７７】
　第３保持板４２０ｃは、第１板４１１ｃに設けられている。第３保持板４２０ｃは、第
１シェル４００ａの第１保持板４６０ａと第２保持板４７０ａとの間に配置されている（
図２Ｈ参照）。第３保持板４２０ｃは、幹部４２１ｃと、保持板本体４２２ｃとを有して
いる。幹部４２１ｃは、第１板４１１ｃのＹ’方向の端からＹ’方向に延びた板である。
保持板本体４２２ｃは、幹部４２１ｃのＹ’方向の端に一体的に連接された板である。平
面展開された保持板本体４２２ｃのＸ－Ｘ’方向の寸法は、幹部４２１ｃのＸ－Ｘ’方向
の寸法よりも大きい。
【００７８】
　第３シェル４００ｃは、一対のシールド板４３０ｃ（一方のシールド板４３０ｃ及び他
方のシールド板４３０ｃ）を更に有していても良い。一方のシールド板４３０ｃは、第２
板４１２ｃのＹ方向の端からＹ方向に延びた板である。他方のシールド板４３０ｃは、第
３板４１３ｃのＹ方向の端からＹ方向に延びた板である。シールド板４３０ｃの先端部（
Ｙ方向側の端部）は、少なくともボディ１００ｂのメインボディ１１０ｂのＸ方向の端面
及びＸ’方向の端面に当接していると良い。シールド板４３０ｃの先端部はメインボディ
１１０ｂと共に、ボディ１００ａの収容部１１３ａ２に収容されている。一方のシールド
板４３０ｃは、図２Ｅ及び図２Ｆに示されるように、第１端子２００ａと第３端子２００
ｃとの間に配置され、他方のシールド板４３０ｃが第２端子２００ｂと第３端子２００ｃ
との間に配置されている。図面では、シールド板４３０ｃの先端部（Ｙ方向側の端部）が
ボディ１００ｂのメインボディ１１０ｂの係合凹部１１２ｂに各々係合され、メインボデ
ィ１１０ｂのＸ方向の端面及びＸ’方向の端面に当接している。このため、シールド板４
３０ｃの先端部の外形がボディ１００ｂのメインボディ１１０ｂの係合凹部１１２ｂの形
に各々対応している。
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【００７９】
　第２シェル４００ｂは、第７係合部を更に有していても良い。第３シェル４００ｃは第
８係合部を更に有していても良い。第７係合部及び第８係合部の何れか一方が係合突部を
有し、他方が係合突部を係合する係合孔を有する構成とすることが可能である。
【００８０】
　図面では、図４Ｂに最も良く示されているように、第２シェル４００ｂのシェル本体４
１０ｂの第１板に、一対の第７係合部４７０ｂが設けられている。第７係合部４７０ｂは
、シェル本体４１０ｂの第１板の一部がカットされ、第１板からＺ’方向側に延びるよう
に折り曲げられた板状の係合突部を有する構成とすることが可能である。この場合、第３
シェル４００ｃは、第８係合部４４０ｃを有している。第８係合部４４０ｃは、係合板と
、係合孔とを有している。第８係合部４４０ｃの係合板は、シェル本体４１０ｃの第１板
４１１ｃのＹ方向の端からＹ方向に延びている。第８係合部４４０ｃの係合孔は、係合板
に設けられている。第７係合部４７０ｂの係合突部が、図３Ｂに示されるように、第８係
合部４４０ｃの係合孔にＺ方向側から係合されている。
【００８１】
　なお、第８係合部は、係合孔に代えて、係合板に設けられた係合突部を有していても良
い。第７係合部は、シェル本体４１０ｂの第１板に設けられており且つ第８係合部の係合
突部を係合する係合孔を有していても良い。
【００８２】
　第３シェル４００ｃは、第９係合部を更に有していても良い。第９係合部は、第１シェ
ル４００ａの中央板４３０ａに係合する構成であれば良い。図面では、シェル本体４１０
ｃの第４板４１４ｃに、第９係合部４５０ｃが設けられている。第９係合部４５０ｃは、
係合板と、係合突部とを有している。第９係合部４５０ｃの係合板は、第４板４１４ｃの
Ｙ方向の端からＹ方向に延びている。第９係合部４５０ｃの係合突部は、係合板の一部が
カットされ、係合板からＺ方向側に延びるように折り曲げられた板である。第９係合部４
５０ｃの係合突部は、第１シェル４００ａの中央板４３０ａのＹ方向側の端に係合される
ようになっている。
【００８３】
　第１シェル４００ａが第１０係合部を更に有しても良い。第９係合部及び第１０係合部
の何れか一方が係合突部を有し、他方が係合突部を係合する係合孔を有する構成とするこ
とが可能である。
【００８４】
　第３ケーブル３００ｃは、外側絶縁体３１０ｃと、図示しないシールド導体と、少なく
とも一つの伝送線３２０ｃとを有している。外側絶縁体３１０ｃは筒状のシースである。
シールド導体は、筒状の編組導線又は螺旋状に巻かれた金属箔製のテープであって、外側
絶縁体３１０ｃ内に配置されている。伝送線３２０ｃはシールド導体内に配置されている
。外側絶縁体３１０ｃのＹ方向側の端部はカットされ、シールド導体のＹ方向側の端部が
露出している。露出したシールド導体に第３シェル４００ｃの第３保持板４２０ｃの保持
板本体４２２ｃが巻き付けられ且つ電気的に接続されている（図２Ａ～図２Ｂ、図２Ｄ、
図２Ｈ、図３Ａ及び図３Ｂ参照）。伝送線３２０ｃのＹ方向側の端部はシールド導体から
Ｙ方向に突出している。伝送線３２０ｃの突出した部分（以下、突出部と称する）の先端
がカットされ、伝送線３２０ｃ内部の芯線が露出している。伝送線３２０ｃの突出部が第
３シェル４００ｃのシェル本体４１０ｃを挿通し、伝送線３２０ａの芯線が第３端子２０
０ｃのテール２３０ｃに電気的に接続されている。図面では、四本の伝送線３２０ｃの芯
線が四つの第３端子２００ｃのテール２３０ｃに各々接続されている。なお、図２Ａ～図
２Ｂ、図２Ｄ、図２Ｇ及び図２Ｈでは、第３ケーブル３００ｃの断面の外形線のみが表さ
れている。図６Ａ及び図６Ｂでは、保持板本体４２２ｃは、シールド導体に巻き付けられ
る前の状態で表されている。
【００８５】
　第３シェル４００ｃは、第３カバー４６０ｃを更に有していても良い。第３カバー４６
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０ｃは、第３シェル４００ｃのシェル本体４１０ｃの第４板４１４ｃに設けられている。
第３カバー４６０ｃは、基部４６１ｃと、カバー本体４６２ｃとを有している。基部４６
１ｃは、第４板４１４ｃのＹ’方向の端からＹ’方向に延びた板である。カバー本体４６
２ｃは、基部４６１ｃのＹ’方向の端に一体的に連接された円弧状の板である。カバー本
体４６２ｃが第３ケーブル３００ｃの露出したシールド導体を部分的に覆っている。第３
シェル４００ｃは、第３カバー４６０ｃを有する場合、第３シェル４００ｃの第３保持板
４２０ｃは、カバー本体４６２ｃ及び第３ケーブル３００ｃの露出したシールド導体に巻
き付けられるように、湾曲させられている。
【００８６】
　コネクタＣは、図１Ａ～図２Ｈに示されているように、アウターケース５００を更に備
えていても良い。アウターケース５００は、絶縁樹脂で構成されている。アウターケース
５００は、前部及び後部を有している。アウターケース５００は、第１収容部５１０と、
第２収容部５２０とを更に有している。第１収容部５１０は、アウターケース５００の前
部に設けられており且つＹ方向に開口した孔である。第１収容部５１０の形は、第２シェ
ル４００ｂのシェル本体４１０ｂの外形に対応している。第１収容部５１０内にシェル本
体４１０ｃ、第３シェル４００ｃのシールド板４３０ｃ、ボディ１００ａ、ボディ１００
ｂ、第１端子２００ａ、第２端子２００ｂ及び第３端子２００ｃが収容されている。第２
収容部５２０は、第１収容部５１０に連通するようにアウターケース５００の後部に設け
られており且つＹ’方向に開口した孔である。第２収容部５２０の形は、組み合わせられ
た閉塞部４２０ｂと第１シェル４００ａとの外形に対応している。第２収容部５２０内に
閉塞部４２０ｂ、第１シェル４００ａ、第３シェル４００ｃのシールド板４３０ｃ以外の
部分、第１ケーブル３００ａのＹ方向側の端部、第２ケーブル３００ｂのＹ方向側の端部
、及び第３ケーブル３００ｃのＹ方向側の端部が収容されている。
【００８７】
　コネクタＣは、キャップ６００を更に備えていても良い。キャップ６００は、絶縁樹脂
で構成されている。キャップ６００は、アウターケース５００の第２収容部５２０をＹ’
方向側から閉塞するように、第２収容部５２０内に嵌合している。キャップ６００は、第
１シェル４００ａ及び第３シェル４００ｃのＹ’方向側に位置している。キャップ６００
には、３つの保持溝６１０が設けられている。保持溝６１０が第１ケーブル３００ａ、第
２ケーブル３００ｂ及び第３ケーブル３００ｃを各々部分的に保持している。
【００８８】
　以下、実施例１のコネクタＣの組み立て手順について詳しく説明する。第１ユニットＣ
１及び第２ユニットＣ２を各々組み立てる。
【００８９】
　以下、第１ユニットＣ１の組み立て手順について詳しく説明する。ボディ１００ａ、第
１端子２００ａ及び第２端子２００ｂを用意する。第１端子２００ａをボディ１００ａの
保持孔１１１ａ１内にＹ’方向側から各々挿入する。これにより、第１端子２００ａの中
間部２２０ａ及び接触部２１０ａがボディ１００ａの保持孔１１１ａ１内に収容され、第
１端子２００ａのテール２３０ａがボディ１００ａの保持溝１２１ａに収容される。第２
端子２００ｂをボディ１００ａの保持孔１１２ａ１内にＹ’方向側から各々挿入する。こ
れにより、第２端子２００ｂの中間部２２０ｂ及び接触部２１０ｂがボディ１００ａの保
持孔１１２ａ１内に収容され、第２端子２００ｂのテール２３０ｂがボディ１００ａの保
持溝１３１ａに収容される。このようにして第１端子２００ａ及び第２端子２００ｂがボ
ディ１００ａに保持される。
【００９０】
　その後、第１ケーブル３００ａ及び第２ケーブル３００ｂを用意する。第１ケーブル３
００ａ及び第２ケーブル３００ｂのＹ方向側の端部は、上記の通り加工されている。第１
ケーブル３００ａの伝送線３２０ａの芯線をＺ’方向側の第１端子２００ａのテール２３
０ａに各々半田接続させる。第２ケーブル３００ｂの伝送線３２０ｂの芯線をＺ’方向側
の第２端子２００ｂのテール２３０ｂに各々半田接続させる。
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【００９１】
　その後、第２シェル４００ｂを用意する。第２シェル４００ｂのシェル本体４１０ｂ内
にボディ１００ｂをＹ’方向側から嵌合させる。これにより、ボディ１００ｂ、第１端子
２００ａ及び第２端子２００ｂがシェル本体４１０ｂ内に配置される。これと共に、第２
シェル４００ｂの第１カバー４４０ｂを第１ケーブル３００ａの露出したシールド導体に
接触させる。第２シェル４００ｂの第２カバー４５０ｂを第２ケーブル３００ｂの露出し
たシールド導体に接触させる。
【００９２】
　その後、第１シェル４００ａを用意する。第１シェル４００ａを第２シェル４００ｂに
Ｚ’方向側から取り付ける。この取り付け時に１）～６）の通りとなる。１）第１ケーブ
ル３００ａの伝送線３２０ａの突出部が、第１シェル４００ａの第１収容空間及び第１間
隙を挿通するように配置される。第２ケーブル３００ｂの伝送線３２０ｂの突出部が、第
１シェル４００ａの第２収容空間及び第２間隙を挿通するように配置される。２）第１シ
ェル４００ａの第１保持板４６０ａが第１ケーブル３００ａの露出したシールド導体に対
向配置される。第１シェル４００ａの第２保持板４７０ａが第２ケーブル３００ｂの露出
したシールド導体に対向配置される。３）第１シェル４００ａの中央板４３０ａ、第１外
板４８０ａ及び第２外板４９０ａが第２シェル４００ｂの閉塞部４２０ｂにＺ’方向側か
ら当接し、閉塞部４２０ｂが第１シェル４００ａの第１収容空間及び第２収容空間をＺ方
向側から塞ぐ。４）第１シェル４００ａの第１係合部４４１ａがＺ’方向側から閉塞部４
２０ｂの第２係合部４２４ｂに係合され、第１シェル４００ａの第１係合部４５１ａがＺ
’方向側から閉塞部４２０ｂの第２係合部４２５ｂに係合される。５）第１シェル４００
ａの第３係合部４８３ａ及び第３係合部４９３ａが、第２シェル４００ｂの第４係合部４
３０ｂの係合孔に各々係合される。６）第２シェル４００ｂの第６係合部４６０ｂの係合
突部がＺ方向側から第１シェル４００ａの第１ベース４１０ａの第５係合部４１４ａ及び
第２ベース４２０ａの第５係合部４２４ａの係合孔に各々係合される。
【００９３】
　その後、第１シェル４００ａの第１保持板４６０ａを湾曲させ、第２シェル４００ｂの
第１カバー４４０ｂ及び第１ケーブル３００ａの露出したシールド導体に巻き付ける。第
１保持板４６０ａがかしめられ、第１ケーブル３００ａに固定される。第１シェル４００
ａの第２保持板４７０ａを湾曲させ、第２シェル４００ｂの第２カバー４５０ｂ及び第３
ケーブル３００ｃの露出したシールド導体に巻き付ける。第２保持板４７０ａがかしめら
れ、第２ケーブル３００ｂに固定される。このように第１保持板４６０ａ及び第２保持板
４７０ａは、第３保持板４２０ｃに干渉されることなく、かしめることができる。以上の
ように、第１シェル４００ａが第２シェル４００ｂに取り付けられ、第１ユニットＣ１が
組み立てられる。
【００９４】
　以下、第２ユニットＣ２の組み立て手順について詳しく説明する。ボディ１００ｂ及び
第３端子２００ｃを用意する。第３端子２００ｃをボディ１００ｂの保持孔１１１ｂ内に
Ｙ’方向側から各々挿入する。これにより、第３端子２００ｃの中間部２２０ｃ及び接触
部２１０ｃがボディ１００ｂの保持孔１１１ｂ内に収容され、第３端子２００ｃのテール
２３０ｃがボディ１００ｂの保持溝１２１ｃに収容される。このようにして第３端子２０
０ｃがボディ１００ｂに保持される。
【００９５】
　その後、第３ケーブル３００ｃを用意する。第３ケーブル３００ｃのＹ方向側の端部は
、上記の通り加工されている。第３ケーブル３００ｃの伝送線３２０ｃの芯線を第３端子
２００ｃのテール２３０ｃに各々半田接続させる。
【００９６】
　その後、第３シェル４００ｃを用意する。この第３シェル４００ｃは、シェル本体４１
０ｃが平面展開された状態である。第３シェル４００ｃのＸ’方向側のシールド板４３０
ｃをボディ１００ｂのＸ’方向側の係合凹部１１２ｂに係合させる。その後、第３シェル
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４００ｃのシェル４００ｃを筒状に成形する。この成形時に７）～１０）の通りとなる。
７）第３シェル４００ｃのＸ方向側のシールド板４３０ｃがボディ１００ｂのＸ方向側の
係合凹部１１２ｂに係合される。８）第３ケーブル３００ｃの伝送線３２０ｃがシェル本
体４１０ｃ内を挿通するように配置される。９）第３シェル４００ｃの第３カバー４６０
ｃが、第３ケーブル３００ｃの露出したシールド導体に接触する。１０）第３シェル４０
０ｃの第３保持板４２０ｃが第３ケーブル３００ｃの露出したシールド導体に対向配置さ
れる。
【００９７】
　その後、第３シェル４００ｃの第３保持板４２０ｃを湾曲させ、第３シェル４００ｃの
第３カバー４６０ｃ及び第３ケーブル３００ｃの露出したシールド導体に巻き付ける。第
３シェル４００ｃの第３保持板４２０ｃがかしめられ、第３ケーブル３００ｃに固定され
る。以上のように、第２ユニットＣ２が組み立てられる。このように第３保持板４２０ｃ
は、第１保持板４６０ａ及び第２保持板４７０ａに干渉されることなく、かしめることが
できる。
【００９８】
　以下、第２ユニットＣ２を第１ユニットＣ１に取り付ける手順について詳しく説明する
。第２ユニットＣ２のボディ１００ｂ、第３端子２００ｃ及び第３ケーブル３００ｃの一
対のシールド板４３０ｃの先端部を、第１ユニットＣ１のボディ１００ｂの収容部１１３
ａ２内に嵌合させる。この勘合時に１１）～１５）の通りとなる。１１）シールド板４３
０ｃの先端部が、第１端子２００ａと第３端子２００ｃとの間及び第２端子２００ｂと第
３端子２００ｃとの間に各々配置される。１２）ボディ１００ｂ、第３端子２００ｃ及び
第３ケーブル３００ｃの一対のシールド板４３０ｃの先端部が第１ユニットＣ１の第２シ
ェル４００ｂのシェル本体４１０ｂ内に配置される。１３）第３シェル４００ｃの第３保
持板４２０ｃが第１シェル４００ａの第１保持板４６０ａと第２保持板４７０ａとの間に
配置される。１４）第２シェル４００ｂの第７係合部４７０ｂの係合突部が、第３シェル
４００ｃの第８係合部４４０ｃの係合孔に係合される。１５）第３シェル４００ｃの第９
係合部４５０ｃは、第１シェル４００ａの中央板４３０ａのＹ方向側の端に係合される。
このようにして第２ユニットＣ２が第１ユニットＣ１に取り付けられる。
【００９９】
　その後、キャップ６００を用意する。キャップ６００の保持溝６１０に、第１ケーブル
３００ａ、第２ケーブル３００ｂ及び第３ケーブル３００ｃを各々保持させる。その後、
アウターケース５００を用意する。アウターケース５００内に、組み合わせられた第２ユ
ニットＣ２及び第１ユニットＣ１（第１ケーブル３００ａ、第２ケーブル３００ｂ及び第
３ケーブル３００ｃのＹ方向側の端部以外の部分を除く。）を収容させる。アウターケー
ス５００内に、キャップ６００を嵌合させる。以上の通り、コネクタＣが組み立てられる
。
【０１００】
　上記した態様のコネクタＣは、以下の技術的特徴を有している。第１に、第１シェル４
００ａの立体状態のＸ－Ｘ’方向の寸法が低減される。その理由は以下の通りである。第
１シェル４００ａは、立体状態で、中央板４３０ａが第１ベース４１０ａ及び第２ベース
４２０ａのＺ方向側に配置され、第１内板４４０ａが第１ベース４１０ａの第１端４１１
ａから中央板４３０ａの第１端４３１ａへ延び、第２内板４５０ａが第２ベース４２０ａ
の第１端４２１ａから中央板４３０ａの第２端４３２ａへ延びている。この構成が、第１
ベース４１０ａ及び第２ベース４２０ａのＸ－Ｘ’方向の間隔を低減するので、第１シェ
ル４００ａの立体状態のＸ－Ｘ’方向の寸法が低減され且つコネクタＣのＸ－Ｘ’方向の
寸法が低減される。
【０１０１】
　第２に、第１シェル４００ａが平面展開された状態で、第１保持板４６０ａと第２保持
板４７０ａとのＸ－Ｘ’方向の間隔を大きくすることができる。第１シェル４００ａが平
面展開された状態で、中央板４３０ａ、第１内板４４０ａ、第２内板４５０ａ、第１ベー
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ス４１０ａ及び第２ベース４２０ａがＸ－Ｘ’方向に並ぶ。このため、第１ベース４１０
ａと第２ベース４２０ａとのＸ－Ｘ’方向の間隔が、中央板４３０ａ、第１内板４４０ａ
及び第２内板４５０ａのＸ－Ｘ’方向の寸法の和の分だけ離れる。よって、第１ベース４
１０ａに一体的に連接された第１保持板４６０ａと、第２ベース４２０ａに一体的に連接
された第２保持板４７０ａとのＸ－Ｘ’方向の間隔を大きく離すことができる。よって、
一枚の金属板がプレス成形され、第１シェル４００ａが作成されるときに、第１ベース４
１０ａ及び第２ベース４２０ａを作成し易くなる。
【０１０２】
　第３に、第２ユニットＣ２の存在がコネクタＣのＸ－Ｘ’方向の寸法を増大させない。
その理由は以下の通りである。第２ユニットＣ２のボディ１００ｂが第１ユニットＣ１の
ボディ１００ａの収容部１１３ａ２に収容され、第２ユニットＣ２の第３シェル４００ｃ
のシェル本体４１０ｃが第１ユニットＣ１の第１シェル４００ａの第１内板４４０ａと第
２内板４５０ａとの間に配置され、第３シェル４００ｃの第３保持板４２０ｃが、第１シ
ェル４００ａの第１保持板４６０ａと第２保持板４７０ａとの間に配置されている。よっ
て、第２ユニットＣ２を第１ユニットＣ１に取り付けても、コネクタＣのＸ－Ｘ’方向の
寸法が増大しない。
【０１０３】
　第４に、コネクタＣのシールドケースＳの強度を向上させることができる。なぜなら、
第３シェル４００ｃのシェル本体４１０ｃが、第１シェル４００ａの中央板４３０ａ、第
１内板４４０ａ及び第２内板４５０ａに内側から当接し、中央板４３０ａ、第１内板４４
０ａ及び第２内板４５０ａ内に嵌合している（嵌合構造）からである。しかも、第１シェ
ル４００ａ、第２シェル４００ｂ及び第３シェル４００ｃが、上記の通り、互いに係合し
ている。よって、第１ケーブル３００ａ、第２ケーブル３００ｂ及び／又は第３ケーブル
３００ｃがＸ－Ｘ’方向にこじられたことにより生じた負荷が、上記嵌合構造で分散され
る。
【０１０４】
　第５に、コネクタＣの部品点数が低減される。第１端子２００ａ及び第２端子２００ｂ
が一つのボディ１００ａに保持されている。このボディ１００ａと、第３端子２００ｃを
保持するボディ１００ｂは、一つの第２シェル４００ｂのシェル本体４１０ｂ内に収容さ
れている。よって、第１端子２００ａ、第２端子２００ｂ及び第３端子２００ｃを異なる
ボディに保持させ、その各ボディが各々シェル内に収容されるコネクタに比べて、コネク
タＣの部品点数が低減される。
【０１０５】
　第６に、第１シェル４００ａと第２シェル４００ｂとのＸ－Ｘ’方向の相対的なずれを
防ぐことができる。第１シェル４００ａの第１係合部４４１ａが第２シェル４００ｂの第
２係合部４２４ｂに係合され、第１シェル４００ａの第１係合部４５１ａが第２シェル４
００ｂの第２係合部４２５ｂに係合される一方で、第１シェル４００ａ第３係合部４８３
ａ及び第３係合部４９３ａが、第２シェル４００ｂの第４係合部４３０ｂの係合孔に各々
係合されるからである。
【０１０６】
　なお、上記したシールドケース及びコネクタは、上記実施例に限定されるものではなく
、特許請求の範囲の記載範囲において任意に設計変更することが可能である。以下、詳し
く述べる。
【０１０７】
　本発明のシールドケースは、少なくとも上記した何れかの態様又は後記する第１シェル
を備えている限り任意に設計変更することが可能である。本発明のシールドケースの第１
シェルは、上記した何れかの態様の第１ベース、第２ベース、中央板、第１内板、第２内
板、第１保持板及び第２保持板を有している限り任意に設計変更することが可能である。
例えば、第１シェルは、Ｘ－Ｘ’方向で隣り合う複数のシェル部を有する構成とすること
が可能である。この場合、隣り合う二つのシェル部は、上記した何れかの態様の第１ベー
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スを共用している。一方のシェル部の第１内板が共用の第１ベースのＸ方向の端から一方
のシェル部の中央板のＸ’方向の端へ延びている。他方のシェル部の第１内板が共用の第
１ベースのＸ’方向の端から他方のシェル部の中央板のＸ方向の端へ延びている。これ以
外は、各シェル部は、上記した何れかの態様の第１シェルと同じ構成とすることが可能で
ある。なお、本発明のシールドケースの第１シェルの第１外板、第２外板、第１係合部、
第３係合部、第５係合部及び／又は第１０係合部は省略可能である。
【０１０８】
　本発明のシールドケースは、少なくとも上記した何れかの態様の第１シェル及び閉塞部
を備えた構成とすることが可能である。この場合、第２シェルのシェル本体は省略される
。又は、本発明のシールドケースは、少なくとも上記した何れかの態様の第１シェル及び
第２シェルのシェル本体を備えた構成とすることが可能である。この場合、第２シェルの
閉塞部は省略される。本発明の第２シェルのシェル本体は、第１シェルのＹ方向側又はＹ
’方向側に配置することが可能である。本発明のシールドケースの第２シェル又は閉塞板
は、金属板がプレス成形されて作成されるものに限定されない。例えば、本発明のシール
ドケースの第２シェル又は閉塞板は、鋳造法で作成された金属板で構成されていても良い
。なお、本発明のシールドケースの第２シェルの第２係合部、第４係合部、第１カバー、
第２カバー、第６係合部、及び／又は第７係合部は省略可能である。
【０１０９】
　本発明のシールドケースの第３シェルは省略可能である。第３シェルが省略される場合
、上記した何れかの態様の第１シェルの第１内板と第２内板との間に第３ケーブルの伝送
線の突出部が挿通されるようにすると良い。本発明のシールドケースの第３シェルは、上
記した何れかの態様の第３シェルの第１板及び第３保持板を有する構成とすることが可能
である。この場合、第３シェルのシェル本体の第２～第４板は省略される。また、本発明
のシールドケースの第３シェルのシェル本体は、上記した何れかの態様の第３シェルの第
１板、第２板及び第３板を有する構成とすることが可能である。この場合、第３シェルの
シェル本体の第４板は省略される。本発明のシールドケースの第３シェルは、金属板がプ
レス成形されて作成されるものに限定されない。例えば、本発明のシールドケースの第３
シェルは、鋳造法で作成された金属板で構成されていても良い。なお、本発明のシールド
ケースの第３シェルのシールド板、第８係合部、第９係合部、及び／又は第３カバーは省
略可能である。本発明の第３カバーは、上記した何れかの態様の閉塞部に設けられていて
も良い。
【０１１０】
　本発明の第１ケーブルは、上記した何れかの態様の第１端子に電気的に接続されていれ
ば良い。例えば、第１ケーブルは、第１端子に基板、ケーブルやピン等の接続手段を介し
て電気的に接続されていても良い。本発明の第２ケーブルは、上記した何れかの態様の第
２端子に電気的に接続されていれば良い。例えば、第２ケーブルは、第２端子に基板、ケ
ーブルやピン等の接続手段を介して電気的に接続されていても良い。本発明の第３ケーブ
ルは、上記した何れかの態様の第３端子に電気的に接続されていれば良い。例えば、第３
ケーブルは、第３端子に基板、ケーブルやピン等の接続手段を介して電気的に接続されて
いても良い。
【０１１１】
　本発明のコネクタは、上記した何れかの態様の第１端子、第２端子、シールドケース、
第１ケーブル及び第２ケーブルを備えている限り任意に設計変更することが可能である。
本発明のコネクタは、上記した何れかの態様の第１端子を保持する第１ボディと、上記し
た何れかの態様の第２端子を保持する第２ボディとを更に備えた構成とすることが可能で
ある。この場合、第２ユニットは省略可能である。本発明のコネクタは、上記した何れか
の態様の第１端子を保持する第１ボディと、上記した何れかの態様の第２端子を保持する
第２ボディと、上記した何れかの態様の第３端子を保持する第３ボディとを更に備えた構
成とすることが可能である。本発明のコネクタは、上記した何れかの態様の第１端子及び
第２端子を保持する第１ボディと、上記した何れかの態様の第３端子を保持する第３ボデ
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ィとを更に備えた構成とすることが可能である。本発明のコネクタは、上記した何れかの
態様の第１端子、第２端子及び第３端子を保持する第１ボディを更に備えた構成とするこ
とが可能である。
【０１１２】
　上記した何れかの態様の第１ボディは、上記した何れかの態様の第１シェルの第１ベー
ス上に配置されていても良いし、上記した何れかの態様の第２シェルに収容されていても
良い。前者の場合、第２シェルのシェル本体は省略されると良い。
【０１１３】
　上記した何れかの態様の第２ボディは、上記した何れかの態様の第１シェルの第２ベー
ス上に配置されていても良いし、上記した何れかの態様の第２シェルに収容されていても
良い。前者の場合、第２シェルのシェル本体は省略されると良い。
【０１１４】
　上記した何れかの態様の第３ボディは、上記した何れかの態様の第１シェルの第１内板
と第２内板との間に配置されていても良いし、上記した何れかの態様の第３シェルの第１
板上に配置されていても良いし、上記した何れかの態様の第２シェルに収容されていても
良い。前２者の場合、第２シェルのシェル本体は省略されると良い。
【０１１５】
　本発明のコネクタのアウターケース及び／又はキャップは省略可能である。
【０１１６】
　なお、上記実施例及び設計変形例におけるシールドケース及びコネクタの各構成要素を
構成する素材、形状、寸法、数及び配置等はその一例を説明したものであって、同様の機
能を実現し得る限り任意に設計変更することが可能である。上述した実施例及び設計変更
例は、互いに矛盾しない限り、相互に組み合わせることが可能である。本発明の第１方向
（Ｘ－Ｘ’方向を含む。）は、本発明の第１シェルの第１ベースと第２ベースの並び方向
に相当する限り任意に設定することができる。本発明の第２方向（Ｙ－Ｙ’方向を含む。
）は、第１方向に交差する限り任意に設定することができる。本発明の第３方向（Ｚ－Ｚ
’方向を含む。）は、第１方向及び第２方向に交差する限り任意に設定することができる
。
【符号の説明】
【０１１７】
　Ｃ：コネクタ
　　Ｃ１：第１ユニット
　　　１００ａ：ボディ（第１ボディ）
　　　　１１０ａ：メインボディ
　　　　　１１１ａ：第１保持部
　　　　　　１１１ａ１：保持孔
　　　　　１１２ａ：第２保持部
　　　　　　１１２ａ１：保持孔
　　　　　１１３ａ：連結部
　　　　　　１１３ａ１：フロントパネル
　　　　　　１１３ａ２：収容部
　　　　　　１１３ａ３：開口
　　　　１２０ａ：第１テーブル
　　　　　１２１ａ：保持溝
　　　　１３０ａ：第２テーブル
　　　　　１３１ａ：保持溝
　　　２００ａ：第１端子
　　　　２１０ａ：接触部
　　　　　２１１ａ：アーム
　　　　２２０ａ：中間部
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　　　　　２２１ａ：第１板
　　　　　２２２ａ：第２板
　　　　　２２３ａ：連結板
　　　　２３０ａ：テール
　　　２００ｂ：第２端子
　　　　２１０ｂ：接触部
　　　　２２０ｂ：中間部
　　　　２３０ｂ：テール
　　　３００ａ：第１ケーブル
　　　　３１０ａ：外側絶縁体
　　　　３２０ａ：伝送線
　　　３００ｂ：第２ケーブル
　　　　３１０ｂ：外側絶縁体
　　　　３２０ｂ：伝送線
　　　４００ａ：第１シェル
　　　　４１０ａ：第１ベース
　　　　　４１１ａ：第１端
　　　　　４１２ａ：第２端
　　　　　４１３ａ：第３端
　　　　　４１４ａ：第５係合部
　　　　４２０ａ：第２ベース
　　　　　４２１ａ：第１端
　　　　　４２２ａ：第２端
　　　　　４２３ａ：第３端
　　　　　４２４ａ：第５係合部
　　　　４３０ａ：中央板
　　　　　４３１ａ：第１端
　　　　　４３２ａ：第２端
　　　　４４０ａ：第１内板
　　　　　４４１ａ：第１係合部
　　　　４５０ａ：第２内板
　　　　　４５１ａ：第１係合部
　　　　４６０ａ：第１保持板
　　　　　４６１ａ：幹部
　　　　　４６２ａ：保持板本体
　　　　４７０ａ：第２保持板
　　　　　４７１ａ：幹部
　　　　　４７２ａ：保持板本体
　　　　４８０ａ：第１外板
　　　　　４８１ａ：外板本体
　　　　　４８２ａ：延長板
　　　　　４８３ａ：第３係合部
　　　　４９０ａ：第２外板
　　　　　４９１ａ：外板本体
　　　　　４９２ａ：延長板
　　　　　４９３ａ：第３係合部
　　　４００ｂ：第２シェル
　　　　４１０ｂ：シェル本体
　　　　　４２０ｂ：閉塞部
　　　　　４２１ｂ：中央部
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　　　　　４２２ｂ：第１対向部
　　　　　４２３ｂ：第２対向部
　　　　　４２４ｂ：第２係合部
　　　　　４２５ｂ：第２係合部
　　　　４３０ｂ：第４係合部
　　　　４４０ｂ：第１カバー
　　　　　４４１ｂ：基部
　　　　　４４２ｂ：カバー本体
　　　　　４５０ｂ：第２カバー
　　　　　４５１ｂ：基部
　　　　　４５２ｂ：カバー本体
　　　　４６０ｂ：第６係合部
　　　　４７０ｂ：第７係合部
　　Ｃ２：第２ユニット
　　　１００ｂ：ボディ（第３ボディ）
　　　　１１０ｂ：メインボディ
　　　　　１１１ｂ：保持孔
　　　　　１１２ｂ：係合凹部
　　　　１２０ｂ：テーブル
　　　　　１２１ｂ：保持溝
　　　２００ｃ：第３端子
　　　　２１０ｃ：接触部
　　　　２２０ｃ：中間部
　　　　２３０ｃ：テール
　　　３００ｃ：第３ケーブル
　　　　３１０ｃ：外側絶縁体
　　　　３２０ｃ：伝送線
　　　４００ｃ：第３シェル
　　　　４１０ｃ：シェル本体
　　　　　４１１ｃ：第１板
　　　　　４１２ｃ：第２板
　　　　　４１３ｃ：第３板
　　　　　４１４ｃ：第４板
　　　　４２０ｃ：保持板
　　　　　４２１ｃ：幹部
　　　　　４２２ｃ：保持板本体
　　　　４３０ｃ：シールド板
　　　　４４０ｃ：第８係合部
　　　　４５０ｃ：第９係合部
　　　　４６０ｃ：第３カバー
　　　　　４６１ｃ：基部
　　　　　４６２ｃ：カバー本体
　　　５００：アウターケース
　　　　５１０：第１収容部
　　　　５２０：第２収容部
　　　６００：キャップ
　　　　６１０：保持溝
　Ｓ：シールドケース
【手続補正２】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
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【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　金属板で構成された第１シェルを備えており、
　前記第１シェルは、板状の第１ベース及び第２ベースと、中央板と、第１内板と、第２
内板と、第１保持板と、第２保持板とを有しており、
　　前記第１ベース及び前記第２ベースは、第１方向に間隔をあけて隣り合っており、前
記第１ベースは、前記第２ベース側の第１端と、第２方向の一方側の第２端とを有し、前
記第２ベースは、前記第１ベース側の第１端と、前記第２方向の一方側の第２端とを有し
、前記第２方向は、前記第１方向に交差しており、
　　前記中央板は、前記第１ベース及び前記第２ベースの第３方向の一方側に配置されて
おり、前記中央板は、前記第１方向の一方側の第１端と、前記第１方向の他方側の第２端
とを有しており、前記第３方向は、前記第１方向及び前記第２方向に交差しており、
　　前記第１内板は、前記第１ベースの前記第１端から前記中央板の前記第１端へ前記第
３方向の一方側に延びており、
　　前記第２内板は、前記第２ベースの前記第１端から前記中央板の前記第２端へ前記第
３方向の一方側に延びており、
　　前記第１保持板は、前記第１ベースの前記第２端に一体的に連接されており、
　　前記第２保持板は、前記第２ベースの前記第２端に一体的に連接されているシールド
ケース。
【請求項２】
　請求項１記載のシールドケースにおいて、
　前記第１シェルは、前記第１ベースに設けられており且つ前記第１内板に対して前記第
１方向の一方側に間隔をあけて配置された第１外板と、
　　前記第２ベースに設けられており且つ前記第２内板に対して前記第１方向の他方側に
間隔をあけて配置された第２外板とを更に有しているシールドケース。
【請求項３】
　請求項１又は２記載のシールドケースにおいて、
　前記第１シェルの前記中央板に当接又は間隙を有して配置された導電性を有する閉塞部
を更に備えており、
　前記閉塞部は、前記第１ベースに対して前記第３方向に間隙を有して対向配置される第
１対向部と、
　　前記第２ベースに対して前記第３方向に間隙を有して対向配置される第２対向部とを
有しているシールドケース。
【請求項４】
　請求項３記載のシールドケースにおいて、
　前記第１シェルは、前記第１内板、前記第２内板及び前記中央板の少なくとも一つに設
けられた第１係合部を更に有しており、
　前記閉塞部は、第２係合部を更に有しており、
　　前記第１係合部及び前記第２係合部の何れか一方が係合突部を有し、他方が前記係合
突部を係合する係合孔を有するシールドケース。
【請求項５】
　請求項２記載のシールドケースにおいて、
　前記第１シェルの前記中央板に当接又は間隙を有して配置された導電性を有する閉塞部
を更に備えており、
　前記第１シェルは、前記第１外板及び前記第２外板の少なくとも一方に設けられた第３
係合部を更に有しており、
　前記閉塞部は、前記第１ベースに間隙を有して対向配置される第１対向部と、
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　　前記第２ベースに間隙を有して対向配置される第２対向部と、
　　前記第１対向部及び前記第２対向部の少なくとも一方に設けられた第４係合部とを有
しており、
　　前記第３係合部及び前記第４係合部の何れか一方が係合突部を有し、他方が前記係合
突部を係合する係合孔を有するシールドケース。
【請求項６】
　請求項３～５の何れかに記載のシールドケースにおいて、
　導電性を有し且つ前記閉塞部を有する第２シェルを更に備えており、
　前記第１シェルは、前記第１ベース及び前記第２ベースの少なくとも一方に設けられた
第５係合部を更に有しており、
　前記第２シェルは、シェル本体と、
　　前記シェル本体に設けられた第６係合部とを有しており、
　　前記第５係合部及び前記第６係合部の何れか一方が係合突部を有し、他方が前記係合
突部を係合される係合孔を有するシールドケース。
【請求項７】
　請求項１～６の何れかに記載のシールドケースにおいて、
　導電性を有する第３シェルを更に備えており、
　前記第３シェルは、第１板と、
　　第３保持板とを有しており、
　　前記第３シェルの前記第１板は、前記第１ベースと前記第２ベースとの間又は前記第
１内板と前記第２内板との間に配置されており、且つ前記第２方向の一方側の端を有して
おり、
　　前記第３シェルの前記第３保持板は、前記第３シェルの前記第１板の前記端に設けら
れており且つ前記第１保持板と前記第２保持板との間に配置されているシールドケース。
【請求項８】
　請求項７記載のシールドケースにおいて、
　前記第３シェルは、前記第１内板と前記第２内板との間に配置されたシェル本体を更に
有しており、
　前記第３シェルの前記シェル本体は、前記第１内板に当接した第２板と、
　　　前記第２内板に当接した第３板と、
　　　前記第２板と前記第３板とを連結した前記第３シェルの前記第１板とを有している
シールドケース。
【請求項９】
　請求項８記載のシールドケースにおいて、
　前記第３シェルの前記シェル本体は、第４板を更に有しており、
　前記第３シェルの前記第４板は、前記第２板と前記第３板とを連結しており且つ前記第
１シェルの前記中央板に当接しているシールドケース。
【請求項１０】
　請求項６記載のシールドケースにおいて、
　前記第２シェルは、前記第２シェルの前記シェル本体に設けられた第７係合部を更に有
しており、
　前記シールドケースは、導電性を有する第３シェルを更に備えており、
　前記第３シェルは、前記第１内板と前記第２内板との間に配置されたシェル本体と、
　　第３保持板と、
　　第８係合部とを有しており、
　　前記第３シェルの前記シェル本体は、第１板を有しており、前記第１板は、前記第１
ベースと前記第２ベースとの間又は前記第１内板と前記第２内板との間に配置されており
、且つ前記第２方向の一方側の端を有しており、
　　前記第３シェルの前記第３保持板は、前記第３シェルの前記第１板の前記端に設けら
れており且つ前記第１保持板と前記第２保持板との間に配置されており、
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　　前記第３シェルの前記第８係合部は、前記第３シェルの前記シェル本体に設けられて
おり、
　　前記第７係合部及び前記第８係合部の何れか一方が係合突部を有し、他方が前記係合
突部を係合される係合孔を有するシールドケース。
【請求項１１】
　第１端子と、
　第２端子と、
　請求項１～５の何れかに記載のシールドケースと、
　前記第１端子に電気的に接続されており且つ前記第１シェルの前記第１保持板に保持さ
れた第１ケーブルと、
　前記第２端子に電気的に接続されており且つ前記第１シェルの前記第２保持板に保持さ
れた第２ケーブルとを備えているコネクタ。
【請求項１２】
　請求項１１記載のコネクタにおいて、
　前記第１端子及び前記第２端子を保持する第１ボディを更に備えているコネクタ。
【請求項１３】
　請求項１２記載のコネクタにおいて、
　前記シールドケースは、少なくとも前記第１ボディを収容する導電性を有する第２シェ
ルを更に備えているコネクタ。
【請求項１４】
　請求項１２記載のコネクタにおいて、
　前記第１ボディは、前記第１シェルの前記第１ベース上に配置されており且つ前記第１
端子を保持する第１保持部と、
　　前記第１シェルの前記第２ベース上に配置されており且つ前記第２端子を保持する第
２保持部と、
　　前記第１保持部と前記第２保持部とを連結する連結部とを有しているコネクタ。
【請求項１５】
　請求項１１記載のコネクタにおいて、
　前記第１端子を保持する第１ボディと、
　前記第２端子を保持する第２ボディとを備えているコネクタ。
【請求項１６】
　請求項１５記載のコネクタにおいて、
　前記シールドケースは、前記第１ボディ及び前記第２ボディを収容する導電性を有する
第２シェルを更に備えているコネクタ。
【請求項１７】
　請求項１５記載のコネクタにおいて、
　前記第１ボディは、前記第１シェルの前記第１ベース上に配置され、
　前記第２ボディは、前記第１シェルの前記第２ベース上に配置されているコネクタ。
【請求項１８】
　第１端子と、
　第２端子と、
　第３端子と、
　請求項７～１０の何れかに記載のシールドケースと、
　前記第１端子に電気的に接続されており且つ前記第１シェルの前記第１保持板に保持さ
れた第１ケーブルと、
　前記第２端子に電気的に接続されており且つ前記第１シェルの前記第２保持板に保持さ
れた第２ケーブルと、
　前記第３端子に電気的に接続されており且つ前記第３シェルの前記第３保持板に保持さ
れた第３ケーブルとを備えているコネクタ。
【請求項１９】
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　請求項１８記載のコネクタにおいて、
　前記第１端子及び前記第２端子を保持する第１ボディと、
　前記第３端子を保持する第３ボディとを更に備えているコネクタ。
【請求項２０】
　請求項１９記載のコネクタにおいて、
　前記第１ボディは、前記第１端子を保持する第１保持部と、
　　前記第２端子を保持する第２保持部と、
　　前記第１保持部と前記第２保持部とを連結しており且つ収容部を有する連結部とを有
しており、
　前記第３ボディは、前記収容部に収容されており、
　前記シールドケースは、前記第１ボディ及び前記第３ボディを収容する導電性を有する
第２シェルを更に備えているコネクタ。
【請求項２１】
　請求項１９記載のコネクタにおいて、
　前記第１ボディは、前記第１シェルの前記第１ベース上に配置されており且つ前記第１
端子を保持する第１保持部と、
　　前記第１シェルの前記第２ベース上に配置されており且つ前記第２端子を保持する第
２保持部と、
　　前記第１保持部と前記第２保持部とを連結する連結部とを有しており、
　前記第３ボディは、前記第３シェルの前記第１板上に配置されているコネクタ。
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